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はじめに

本稿の目的は、マルクス経済学の特徴を

概括し、その原点に遡って批判的に再構築

することにある。現在、日本の大学におけ

る経済学教育をみると、ほとんどの大学で

ミクロ経済学とマクロ経済学が必修とされ

ているが、マルクス経済学も経済原論、政

治経済学、社会経済学などの科目名で並行

して講義されることが多い。私もこうした

かたちでマルクス経済学の「経済原論」を

担当するなかで、ミクロ経済学、マクロ経

済学との違いをたえず問われてきた。ここ

ではこうした経緯をふまえ、「経済原論」に

中間決算を与えておこうと思う。ただ私の

関心はあくまでマルクス経済学を納得のゆ

くかたちに組み立てなおすことにあり、ミ

クロ経済学、マクロ経済学と同じ平面に並

べてメリットを説こうというのではない。

とはいえ異なる理論体系の関係は微妙で、

要らざる誤解を招くことも多い。本題に入

るまえに三点ほど注意をしておこう。

■異なる円 一つ目は、異なるタイプの経

済学の併存に関してである。この併存現象

は、基本的には「理論」をめぐって生じる。

経済学は社会科学のなかでも、演繹性の強

い理論を具えていることで知られている。

この種の理論では、前提のおき方で異なる

体系が生みだされる。幾何学は平行線の公

理の採否でユークリッド幾何学と非ユーク

リッド幾何学に別れ、形式論理学も排中律

の認否で古典理論と直観主義論理学に別れ

る。ただ数学や論理学では、諸理論のなか

で標準的と見なされる体系が一つ存在し、

通常そこから学びはじめればよいのに対
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して、経済理論の場合、簡単にそうはゆか

ない。

こうなるのはおそらく、体系の出発点が

何人にも無条件に通用するような《公理》

ではなく、特定の人々の間で暗黙裏に交

わされた《約束事》でしかないためであろ

う。数学なら、日常生活で経験される認識

が標準的な公理系にまずまとめられ、つぎ

に、これとは別の公理系を組み立ててみる

ことで、たとえば宇宙とか原子核とか、日

常の経験をこえた世界もよりうまく理解で

きようになるのだと思う。論理学でも、同

じように日々の言語活動をベースにした公

理系がさきに存在し、ただ、たとえば自己

参照の際に直面するような、さまざまなパ

ラドックスに対して新たな公理系の可能性

が追求されるのであろう。

これに対して経済学の場合、たとえば、

リカードの任意可増財にしても、ワルラス

の模索過程にしても、マルクスの内在的価

値にしても、いずれも多面体の一側面のよ

うなもので、平行線の公理や排中律のよう

に日常的な経験をもとに自然に受容できる

代物とは遺憾ながらいいがたい。経済学で

は、天動説から地動説に代表されるような

劇的なパラダイム・チェンジがみられない

のも、出発点の基本条件が特定の学派内の

約束事にすぎず、はじめからドングリの背

比べにならざるをえないからであろう。い

ずれにせよ、経済学では表面が演繹的推論

に純化した客観的で首尾一貫した体系で

コーティングされていても、基礎となる約

束事が、よくいえば理論的関心によって、

悪くいえば社会的価値観（イデオロギー）

によってズレざるをえないのである。

このような経済諸理論の併存状況は、同

一平面上に位置する中心のズレた二つの円

で直観できる。一方の円の半径をどんどん

拡大してゆけば、他方の円はそのうちに包

含される。しかし、その包含関係は相対的

なものにすぎない。半径の長さはおおむね

研究者の数によってきまるから、数が多い

方が一般的にみえるが、中心に着目するか

ぎり、両者はやはり別々の円なのである。

この中心のズレを知るためには、初等レベ

ルの教科書で比較してみるのが簡単であ

る。半径を充分小さくとれば違いははっき

りする。その中心点を構成するのは、価値

ないし価格に関する理論である。多少とも

体系性を具えた経済理論であれば、それは

必ず競争的な市場で商品価格がどのように

決まるのかを説明する一般理論を基礎にも

つ。これをベースに、所得の決定や景気循

環といった、より複雑な現象も理論的に説

明可能となり、さらに異なるタイプの市場

像、経済社会像も構成されるのである。

これは、価値ないし価格理論ですべてが

わかるという還元説とは違う。全体からみ

れば、価値ないし価格理論はあくまで理論

体系を構成するための手段にすぎないが、

ただ、ここに理論体系の特徴は凝縮されて

現れる。この意味で、いわば円の中心のズ

レを知るためには、価値ないし価格理論に

着目する必要があるのである。

■動く中心 二つ目の注意点は、「マルク

ス経済学」と「マルクスの経済学」の関連

である。これはある意味では、マルクス経

済学内部の中心点の移動の問題になる。ケ

インズ以降のケインズ経済学もケインズ自

身の経済学とは異なるといわれているが、

それ以上に 19 世紀の英国資本主義を対象

とした『資本論』の経済学と、マルクス没

後に顕在化した帝国主義段階の資本主義を

対象とする 20世紀の「マルクス経済学」の

間には大きな断層がある。そしていまぜひ

ここで検討しておきたいのは、後者の「マ
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ルクス経済学」の中心性である。というの

は、20 世紀末の新興資本主義諸国の群発

が、19世紀末の群発を出自としてきた「マ

ルクス経済学」に再度の中心移動を迫って

いるように思われるからである。

ただ、この「マルクスの経済学」と「マ

ルクス経済学」の断層は、ふつう強調され

ることはない。マルクスの真意を突き止め

ることが、同時に資本主義の真理の把握に

つながるとみる立場が相変わらず支配して

いるのである。たしかに、イデオロギー的

負荷が実は強く作用する経済理論という環

境のもとで、『資本論』が繰り返し誤った解

釈に基づく非難をうけてきただけでなく、

逆に誤った解釈によって権威づけに利用

されてきたのも事実である。その意味で、

テキストの的確な《解釈》は重要な意味を

もつ。とはいえどのように正確に解釈して

も、解釈された命題が真であることを保証

するものではない。解釈が蔑ろにされてよ

いわけではないが、肝心なのは解釈された

命題の真偽を、あらためて《批判》するこ

となのである。このような批判的方法を自

覚的に導入することではじめて、今日資本

主義の新たな地殻変動に直面し再度の変化

を求められている「マルクス経済学」の動

く中心は定めうる。「マルクスはそんなこ

とをいっていない」という素朴な解釈主義

で、以下の議論を片付けないように願う。

■共通接線 三つ目は「古典派」という参

照軸の導入についてである。ここでいう古

典派は、マルクスが、その後の俗流経済学

と峻別した、リカードを頂点とするオリジ

ナルの古典派経済学である。このオリジナ

ルの古典派経済学は、たしかに、今日の大

学教育で、ミクロ経済学、マクロ経済学、

マルクス経済学などと並んで、独立した一

つの科目として講じられることはないが、

ただ P. スラッファによって再建された独

自の価格理論として現代でも重要な意義を

もつ。

『資本論』は、その批判の対象をこの古典

派経済学に集中させたことで、意外なほど

古典派の枠組みを引き継ぐ結果になってい

る。「マルクスの経済学」と「マルクス経

済学」を理論レベルで分かつ契機も、この

古典派との距離の取り方によるのであり、

それはまた、スラッファ派と、私が追求し

ているマルクス経済学との違いを知るカギ

ともなる。

さらにこの参照軸は、もう一つの円のな

かのミクロ理論とマクロ理論の関係を覗

き見る踏台にもなる。両者はどうも一つに

統合されているわけではなく、需要と供給

のアンバランスは価格の変化を通じて調整

されるという古典派の市場観の評価で不仲

になることも多いようである。いずれにせ

よ、マルクス経済学とスラッフィアンの分

岐を含むこちらの円と、ミクロ理論とマク

ロ理論の分岐を含む向こうの円を結ぶ共通

接線として、古典派経済学は有効な参照軸

となるのである。

1 古典派的コア

1.1 マルクス経済学の必須要件

■４つの必須要件 ひと口にマルクス経済

学といっても、その内容はある意味で千差

万別、ここでは話の筋道をはっきりさせる

ため、はじめに私がマルクス経済学の必須

要件と考えている指標を掲げておく。ただ

しこれは、『資本論』を批判的に解釈するな

かでたどりついた経済原論（小幡 [2009] ）

の指標にすぎず、それをマルクス経済学と

よぶかどうか、呼称で争うつもりはない。

その必須要件は、思いきって絞りこむと
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I. 貨幣が実在する市場（商品貨幣説）

II. 客観価値説（労働価値説）

III. 余剰の理論（搾取論）

IV. 産業予備軍の存在する労働市場（相

対的過剰人口の累積論）

の４項目となる。

むろん、マルクス経済学の全体系がこの

４項目に還元されるというのではない。体

系そのものは、この必須要件に、さらにい

くつかの前提条件を追加することで、ある

程度自由に拡張できる。例えば金融領域の

肥大化をターゲットに、その抽象的な基礎

を解明する信用論を拡張したり、景気循環

における不連続な転換を明らかにするため

に、恐慌論を強化したり、自然環境の資本

主義的処理を解明するために、既存の地代

論を「再生産されない生産手段」の理論に

一般化したりするかたちで、いろいろなバ

リエーションが考えられる。ただどのよう

な方向に発展させるにせよ、この４項目に

抵触するものであってはならないという最

小限綱領であり、これがミクロ経済学、マ

クロ経済学が属する別の円に還元できない

マルクス経済学のカーネルを構成している

のである。

各項目の括弧内にあるのは『資本論』に

おける通常の規定であり、第一次的な指標

としてはこちらのほうが馴染みやすいと

思う。みればわかるように、４つの指標は

『資本論』の構成にほぼ沿った配列になっ

ているが、ただいずれの項目も『資本論』

の規定を緩めたり絞ったりしてある。

■古典派経済学の基本問題 このうち、Ⅱ.

からⅣ. までは古典派経済学の基本課題に

即したものである。スミスからリカードに

至る古典派経済学は、生産の基本的要素と

しての土地、労働、資本に対応する地主・

労働者・資本家の三大階級を想定し、資本

蓄積が進むなかで、純生産物が地代、賃金、

利潤という所得範疇にどのように分配され

るのか、そしてまたこの所得分配の変化が

資本蓄積にどのように反作用するのかを解

明する「動態論的な階級的分配の理論」（羽

鳥 [1963] 9頁）であり、労働価値説は「社会

全体」を対象に「長期の動態」を考察する

基礎的分析手段であった。すなわち、Ⓐ労

働価値説によって社会的生産物を労働量で

「集計」し、これを基礎にⒷ新たに形成さ

れた価値の「分配」を説き、Ⓒ剰余生産物

の「蓄積」の結果を分析するという体系に

なっている。ⒶがⒷとⒸの基礎となる点

で、ミクロとマクロという二分法にはじめ

から馴染まぬ構成になっている。

労働価値説の直接的課題は、さまざまな

種類の生産物量を合算集計する計量単位を

与えることにあり、市場における価格現象

を説明することにあるわけではない。価格

現象自体の説明は、需要と供給の関係で変

動する市場価格と、それを規制する重心と

しての自然価格の理論に委ねられており、

ただこの自然価格が労働量できまる価値と

結果的に一致するという約束になっている

のである。

このような古典派経済学の基本問題に

照らしてみると、『資本論』第１巻の眼目

は、このⒶ -Ⓑ -Ⓒへの批判にあり、必須

要件のⅡ-Ⅲ-Ⅳは、解答の内容は古典派と

異なってはいるが、同じ基本問題を継承

しているとみてよい。これに対して、Ⅰの

「貨幣の実在する市場」は、古典派にはみら

れない、その意味でマルクスの『資本論』

に固有な指標となる。そこで必須要件のⅠ

は後回しにして、Ⅱ-Ⅲ-Ⅳのほうから先に

みてゆくことにしよう。
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1.2 客観価値説

■物量体系 マルクス経済学の価値論は一

般に、商品価値の大きさが、その生産に直

接・間接に必要とされる労働量によって決

定されるという、投下労働価値説であると

されてきた。しかし、価格の決定原理にか

ぎれば、価格体系は需要と独立に、供給側

の生産条件だけできまるという、いわゆる

客観価値説
（1）
で充分である。これが、必須要

件 をⅡ.とした主旨である。投下労働価値

説は客観価値説のサブセットであり、この

客観価値説が譲れぬ一線なのである。

すでに論じつくされたこと（置塩 [1977]

など）であるが、論点を整理しておこ

う。基本は Sraffa[1960] が出発点とし

たような生産手段と生産物の物量体系

のラインに戻ることである。生産期間

がゼロで、機械等の固定資本が存在し

ない簡単な再生産の世界を想定し、いま

1, 2, · · · , i, · · · , j, · · · , nの i番目の生産物

1単位を生産するのに必要な生産手段の物

量を ai = (ai1, ai2, · · · , ain), その加工に
要する労働量を li その生産に直接間接に

必要な労働量を ti とする。ai,j を (i, j)の

要素とする行列を A, li, ti を i 番目の要

素とする縦ベクトルを l, t, とおくと、再

生産が持続可能な状態なら

At+ l = t (1)

からすべての要素が非負となる t が決まる

ことが知られている。投下労働量 tは、純

生産物の分配から独立に、Aと lという生

産技術的要因だけできまる点がポイントで

ある。この投下労働量で純生産物を集計し

分配率を規定することは可能であるし、ま

た充分根拠のあることといってよい。しか

し、投下労働量が計算可能であることは、

商品が投下労働量に比例した価格で売買さ

れるという労働価値説を根拠づけることに

はならない。資本主義的商品の価格の決定

原理は、資本の競争関係を基礎に独自に導

出する必要がある。

いま、i 番目の生産物の価格を pi とし

て、諸価格を表す縦ベクトルを p, 賃金率

を w とおき、各生産物に関して均等な利

潤率 r が成立すると、

(Ap+ lw)(1 + r) = p (2)

となる。

さらに、労働者が全体として消費する生

産物 j の物量を bi、bi を i番目の要素とす

る縦ベクトルを bとし、労働者階級は bを

消費して
∑n

i=1 li = L 時間の労働をおこ

なうと仮定すれば、

bp = Lw (3)

で賃金率 wが与えられる。

a′
i = ai + (li/L)b として a′i,j を (i, j)

の要素とする行列を A′、λ = 1
1+r とおけ

ば、(2)式は

A′p = λp (4)

と書ける。

このとき、行列 A′ の要素がすべて非負

で、かつすべての生産物で産出が投入を上

回ることが可能であるという条件が満たさ

れるなら、行列 A′ の固有値と固有ベクト

ルのうち、正の値をとる rと非負の要素か

らなる価格ベクトル p を与えるものが一

つだけ存在することが知られている（古屋

[1957]付録 II)。これにより、均等な利潤率

とともに一組の価格比 pi/p1(i = 2 · · ·n)
が決まる。これが、A と l という客観的

な生産条件プラス「労働力の再生産条件」

で p が決まるという客観価値説の一つの

定式となる。ただし、プラスされた「労働
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力の再生産条件」に関しては、このあとす

ぐ「剰余の理論」との関係で全面的な見直

しをおこなう。その結果、必須要件Ⅱの客

観価値説は、この追加条件を外した式 (1)

のレベルに限定されるが、ただ、いまここ

で重要なのは、客観価値説のこの種の数式

化ではなく、それを支える諸前提の明示化

とその経済学的な意味づけである。

■任意可増性 次のリカードの説明は、直

接には労働価値説を想定したものだが、同

時にまた、より一般的に客観価値説の根拠

を端的に示すものとみてよい。

∥A| 欲求の対象である財貨の最大部分

は、労働によって取得されるのであっ

て、それらの財貨は、もしもわれわれが

それらを取得するのに必要な労働を投

下する気になりさえすれば、たんに一国

においてばかりでなく、多くの国におい

て、ほとんど際限なしに増加しうるであ

ろう。(Ricardo [1821] 12)

ここでは①労働の「投下」とそれによる生

産物の「取得」との比例関係と、②生産物

が同じ条件で「ほとんど際限なしに増加し

うる」という二つの観点で構成されている

が、客観価値説の基礎となるのは②の観点

である。もし、すべての資本に利用可能な

共通の供給条件で、どの商品でも自由に市

場に送りだすことができるのであれば、需

要の変動が商品価値を変えることはない。

同じ生産条件を維持したまま、生産量が伸

縮できるという点が、客観価値説の基本要

件なのである。価値の大きさに関するかぎ

り、この再生産を基礎とした説明は、異な

る商品の等置を可能にする人間労働の同質

性を基礎に労働価値説を根拠づける『資本

論』冒頭の説明に比べて、はるかに単純明

快で説得力がある。

これに対して、任意可増性の根拠を①の

何でも自由に生みだしうる労働の特性に求

めたことには問題がある。式 (1)によって

「商品１単位の生産に必要な投下労働量が

計算可能である」ということと、究極的に

は「労働さえ投じれば何でも生産できる」

ということとは別の話である。生産の本質

は、ある意味では化学反応式によく似た、

生産手段 ai を構成する「モノとモノとの

反応過程」であり、だからこそ、客観的な

自然法則が支配する。

生産において人間の労働は、この複雑に

絡み合った反応過程をトリミングし、目的

にむけてコントロールする役割を果たす。

たしかに、この反応過程が客観的な期間を

要するために、コントロールする労働量 li

にも一定の基準が与えられ、その結果、各

商品 1単位を生産するのに直接間接に必要

な労働時間のベクトル tが客観的にきまる

ことにもなる。

しかし、この労働量 li は、生産手段と

ちがって物量として直接補填されるもので

はない。再生産に必須の投入の補填の対象

は、モノとしての生産手段の束 ai に限定

されるべきなのであり、労働力にまで拡張

すべきではない。いずれにせよ、投下労働

価値説に固執せず、Sraffa[1960] がリカー

ド理論を現代化するかたちで引いた客観価

値説のラインまで撤退すれば、マルクス経

済学は確かな価格の決定理論を用意するこ

とができる。

1.3 余剰の理論

■搾取論のねらい 『資本論』の特徴が独

自の搾取論にあることは間違いない。マル

クスが生前自らの手で刊行し改訂した第

１巻の骨子は、一言でいえば、剰余価値の

形成を説明する「搾取論」と、この剰余価
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値の蓄積が産業予備軍の累積を生むとする

「窮乏化論」である。

この搾取論は、純生産物の分割、国民所

得の分配の理論ではない。剰余価値を基

礎とする資本の価値増殖は、「商品交換の

　
ルール

法則　」すなわち「等価物どうしの交換」が

侵害されるからではなく、逆にそれが貫

徹する結果だ（Marx[1867] 209）というの

がマルクスの搾取論のコアである。『資本

論』冒頭における価値論の綿密な整備は、

ある意味でこの搾取論の準備作業といって

よい。「労働力の価値は、どの他の商品と

も同じく、この独特な物品の生産に、した

がってまた再生産に必要な労働時間によっ

て規定される」(Marx[1967] 185)というた

めには、まずこの「他の商品」の価値規定

を明確にする必要がある。それが投下労働

価値説の役割だった。

そのうえで、商品の二要因として、価値

と使用価値を明確に分離することができ

れば、労働力商品の使用価値である労働そ

のもの lが新たに形成する価値と、労働力

商品の価値を規定する労働量 bt は別であ

り、両者のギャップに剰余価値形成の絶対

的な基礎があるという結論を導くことがで

きる。

この搾取論は、はじめから論争的な色調

を帯びていた。もし「商品経済の法則」と

搾取が整合的なら、市場を残しつつ搾取を

廃絶するという主張には矛盾が生じる。自

由な競争による価格決定が乱され、市場に

おける等価交換が侵犯されることで、資本

は譲渡利潤を得ているのであり、金属貨幣

の廃止や無償信用の貸与などの諸改革を通

じて特権や独占を排除すれば、市場をベー

スにした自由で平等な社会主義が実現でき

るという無政府主義の市場社会主義を根底

から覆すことが搾取論のねらいであった。”

市場を残し搾取を除去することはできな

い”というこのプルードン批判は、やがて

20 世紀の社会主義計画経済における市場

廃絶論のイデオロギーに転じていったので

ある。

■搾取論の回収 とはいえマルクス経済学

者なら、この「投下労働価値説＋労働力の

再生産論＝搾取論」のリコールに、なお何

かしら躊躇を覚えると思う。私も長い間こ

のことが明言できず、アレルギー反応に悩

まされてきた。しかしそれはまだ、”労働

こそ価値の源泉であり、その全成果は本来

労働者に帰属すべきだ”といった「労働全

収権」的イデオロギーに、どこか無意識の

うちに囚われているせいだった。これに気

づいたとき、自分のアレルギー体質は自覚

できた。この目でみるとマルクスが、一方

で市場社会主義を斥けると同時に、他方で

リカード経済学に「労働全収権」的イデオ

ロギーを接ぎ木しただけのリカード派社会

主義にきわめて冷淡だったわけもわかる。”

理念（イデオロギー）で歴史は動かない”

という確信は、『ドイツ・イデオロギー』以

来ずっと変わらぬものだった。

このアレルギー体質は、搾取論に続く

『資本論』第１巻後半のロジックを正確に

追うことで改善される。そこには ”市場

を廃絶し搾取なき社会を建設することこそ

社会主義の使命だ”という素朴なイデオロ

ギーは読みとれない。骨子をなすのは「剰

余価値の蓄積＋資本構成の高度化＝窮乏化

論」であり、協業論に淵源をもつ集中集積

論がこれに絡む。そこに提示されているの

は、資本主義は生産力を高めながら、同時

に産業予備軍が累積し中小資本が淘汰され

るクライマックスに進んでゆくことで、別

の社会への転換をその内部に準備するとい

う収斂説的内部崩壊論であり、資本主義は
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自らの発展のうちにその歴史的使命を終え

るという歴史的客観主義が基調をなす。こ

れが「マルクスの経済学」であった。

２０世紀の「マルクス経済学」は、「マ

ルクスの経済学」の歴史的客観主義を引き

継ぎながら、世界的な観点から窮乏化法則

を再解釈し、収斂説的内部崩壊論から脱却

することで誕生した。そして、この再解釈

は、帝国主義と植民地支配の時代から、冷

戦構造下の福祉国家と南北問題の時代ま

で、かたちを変えながら維持されていった

のである。しかし、２０世紀末の新たな資

本主義の勃興は、１９世紀末に台頭したプ

レートを再度大きく転換させている。こう

した資本主義の地殻変動を直視すれば、マ

ルクス経済学のカーネルに再び手を入れ、

根本から組み立てなおすことにもはや躊躇

を覚えることはないと思う。

■必要と余剰 20 世紀型社会主義の瓦解

をふまえ、いまあらためて『資本論』の搾

取論を検討してみると、そこには論理的な

欠陥が潜んでいるのがわかる。搾取論は労

働力商品に対して、一般商品と同一の再生

産概念の適用の可能性を前提とするもので

あった。しかし、すでに指摘したように、

投入した生産手段を産出から「補填」する

という再生産の基本規定が厳密な意味で適

用できるのは、モノとモノとの反応に基礎

をおき、どれだけ「補填」すべきかが、客

観的に確定できる生産手段の物量 ai にか

ぎられる。労働力に関しては、労働人口N

を維持するのに、どれだけの生活物資 bを

必要とするかに技術的な基準があるわけで

はない。生産手段の「補填」と、生活物資

を消費し生活過程を通じておこなわれる労

働力の「形成」ないし労働人口の「維持」

は原理的に区別すべきなのである。

このように生産技術に基づき客観的にき

まる「必要」に補填概念を厳密に限定すれ

ば、社会的再生産が補填をこえて生みだす

「余剰」の概念も明確になる。この余剰の

概念は、需要と供給の均衡を第一原理とす

る経済学では論理的に捉えきれない。「余

剰」と「均衡」はもともと反りがあわない

のである。マルクス経済学は必要をこえる

余剰という概念を古典派経済学と共有す

る。余剰の存在は、その分割の理論を要請

し、各生産要素への完全分配を説く現代の

ミクロ理論と排他関係をかたちづくる。こ

れが二つの円を両岸に隔てる大きな河の正

体なのである。

■賃金率の決定 この余剰は、従来のマル

クス経済学における剰余価値ではない。そ

れは総生産物から生産手段を補填した残余

であり、『資本論』の「価値生産物」を構成

する物量、すなわち純生産物に相当する。

搾取論は労働力の再生産という観点を導入

し、一般商品の価格決定原理と同定するか

たちで、純生産物の分割を処理した。しか

し、ここには大きな問題が潜んでいた。

もちろん分割といっても、純生産物が資

本家と労働者の交渉で直接に分けられるわ

けではなく、労働力の売買を通じて、間接

的になされることは言うまでもない。しか

し、そのことは「労働力商品の価値も一般

商品と同じ再生産の原理できまる」ことを

意味するものではない。この分割にはモノ

の生産にはみられない二重の弾力性が潜ん

でいる。一つはどれだけの生活物資 bでど

れだけの労働人口 N が維持できるかに関

わり、もう一つはこの労働人口 N からど

れだけの総労働量 L が引きだされるかに

関わる。モノの生産とは異なる原理で営ま

れる社会的生活過程が、この本源的弾力性

を生みだしているのであり、労働力の価値

規定は、この生活過程を背後にもつ労働市
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場の分析を通じて、一般商品とは異なるか

たちで説明する必要がある。

余剰の分割という点で、マルクス経済学

は再び古典派経済学と接線を共有する。投

下労働価値説が客観価値説のサブセット

であるように、搾取論は余剰の理論のサブ

セットなのである。そしてこの余剰の理論

のラインに戻るには、式 (3) で (2) を (4)

に転換した上記の説明は反故にせざるを得

ない。式 (3) の左辺 bp が生活物資の供給

を表し、右辺の Lwがその需要を表し、両

者が均等になるというわけではない。労働

力と労働を区別するマルクスの場合も、bp

は労働力の価値を表すにすぎず、支出され

る労働時間 L は可変なのであるから、式

(3) は事後的には成り立っても、賃金率を

決定する条件として、式 (2)と連立させる

ことは許されない。

こうして、式 (2) は賃金率 w と利潤率

r に関して自由度をもつ体系となり、マル

クス経済学はリカード理論を現代化した

スラッファの理論と共通接線をもつことに

なる。しかし、共有するのは接点のみであ

り、中心は接線の両側に位置し二つの小円

は交わることはない。スラッファの場合、

この自由度は r が「生産の体系の外部か

ら、とくに貨幣利子率の水準によって、決

定される」(Sraffa[1960] 33) のに対して、

マルクス経済学では w の決定原理が独自

に究明される。スラッファは bに相当する

「必要生活資料なるもの」が実は可変的で

あり、外部から与えられる純粋な「比率」

としてはむしろ利潤率のほうが適している

という。たしかに、bが可変的であり、賃

金率 wは「率」といっても時間あたりの賃

金額を表す単価、換算レートにすぎない。

しかし、このことは w が外部から与え

られるとするアプローチを棄却する理由に

はならない。wを決定する労働市場を想定

することは可能なのである。ただそのため

には、何時間の労働 li に引き延ばされるの

かわからない労働力が売買されるという搾

取論の枠組みを外し、賃金率 w が単位時

間あたりの価格であり、労働市場は一定量

の労働がこの単価を基準に売買される「市

場」であることを銘記する必要がある。

1.4 産業予備軍

■産業予備軍の常駐 労働市場を特徴づけ

るのは、産業予備軍の存在である。労働人

口は、恒常的に雇用されている部分と雇用

されていない部分に分かれ、失業状態にあ

る労働者が産業予備軍を構成する。『資本

論』第 1 巻の後半では、剰余価値が蓄積

されるなかで、資本構成が不断に高度化す

る結果、産業予備軍が累積しつづける傾向

が存在するとされる。この窮乏化論のコア

をなすのは、あくまで雇用量の減少、ジョ

ブの数の収縮であり、雇用されている労働

者の低賃金化ではない。この点は充分に注

意する必要がある。むろん、産業予備軍の

累積が賃金を最低限に引き下げるという指

摘は随所にあるが、それはけっして労働人

口の維持を困難にする「労働力の価値」以

下への下落を意味するものではない。基本

的には、雇用されている労働者は価値どお

りの賃金を受けとると解釈することがで

きる。

ただマルクス経済学の必須要件として

は、ここでも産業予備軍の累積という窮乏

化論からは撤収する必要がある。このよう

な長期の累積傾向が存在することを示すた

めには、資本蓄積が急激な自動化を恒常的

に伴い、資本主義的な生産様式が完全オー

トメーションの世界に突き進んでゆくとい

うことが前提となるが、これは一般的にい
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えることではない。その意味で窮乏化の法

則そのものを受容することはできないが、

ただそのことは産業予備軍の存在を否定

するものではない。逆に累積論から切り離

すことで、産業予備軍が常駐する労働市場

は、理論の中心に引きだされる。これは、

労働価値説や搾取論の場合のように古典派

経済学と接線を共有するのとは反対に、古

典派経済学とマルクス経済学の乖離を鮮明

に示す。

■自然価格と市場価格 このことは、リ

カードの賃金論をみれば歴然とする。リ

カードの『経済学および課税の原理』(Ri-

cardo[1821] ) では、第 1 章「価値につい

て」で引用 ∥A| の任意可増財の価値に関
する一般論を説いた後、第 2章「地代につ

いて」第 3章「鉱山地代について」で、不

均質な生産条件を利用しなければならない

場合には、投下労働量による以上に価格が

上昇し、その結果、差額地代が発生するこ

とが明らかにされる。地代は労賃、利潤と

ともに所得を構成するが、その大きさは土

地の豊度の格差によって客観的にきまる点

で、後の二つとは次元が異なる。こうして

地代を除いた後の純生産物が賃金と利潤に

最終的に分割される。この分割の一般原理

が説かれているのが、次の一文ではじまる

ごく短い第 4章「自然価格と市場価格につ

いて」である。

∥B| 労働を商品の価値の基礎とし、ま

たその生産に必要な相対的労働量を、

相互の交換において与えられるべき財

貨のそれぞれの数量を決定する法則と

するからといって、われわれが、商品

の現実価格または市場価格が、この価

値、つまり商品の本来的な自然価格か

ら偶然的・一時的に乖離することを否

定するものと考えてはならない。(Ri-

cardo [1821] 88)

この自然価格と市場価格の区別を前提に、

①需要が供給を上まわれば市場価格は上昇

し逆なら逆になること（市場価格=需要供

給の法則説）、②こうして生じる市場価格

の乖離は、より高い利潤率を求める資本の

移動によって、結果的に繰りかえし自然価

格に引き戻されること（自然価格=重心説）

が述べられている。②の重心説は引用 ∥A|
の任意可増性を前提とする古典派経済学に

固有なものかもしれないが、これに先立つ

①の需要供給の法則は、古典派経済学に限

らず広く受けいれられている常識ないし通

念といってよい。この説明は、一見したと

ころ第１節の投下労働価値説と整合的に映

るが、よく考えてみると、個々の売り手が

「商品に一定の価値がある」と自覚し行動

するという意味での「価値内在説」と微妙

にズレていることに気づく。

この通念に関しては、さらに次の点をこ

こで強調しておく。それは、この市場価格

ですべての商品が現実に売れるという《即

時完売の仮定》である。たしかに、市場価

格はたえず「変動」しており、自然価格は、

市場価格がそこで「安定」する均衡価格で

はない。市場価格は上昇下落する過程にあ

る以上、どの時点においても需要と供給が

完全に一致しているわけではない。厳密に

いえば、すべての商品が売り切られるわけ

でなく、売り損ないや買いそびれを残した

状態が持続していることになる。ただ、こ

うした過程にみられる滞貨は、労働市場に

おける「摩擦的失業」とよばれるときの「摩

擦」、すなわち同種商品の取引量の「変動」

に起因する一時的過渡的な滞貨であり、同

量の売りと買いが安定して持続していて

も恒常的に存在する商品在庫ではない。こ
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のあと本稿の考察では、後者の意味の商品

在庫が常時存在する市場が中心問題となる

が、リカードの場合には、「変動」による

「摩擦」を除外すれば、その時どきの市場

価格で商品はすべて売れるという基本的想

定にたっており、取引量が一定で市場価格

が変動しなくてもなお常駐する商品在庫の

存在は考察圏外におかれているのである。

■リカード賃金論 第５章「賃金につい

て」では、この需要供給の法則と重心価格

説が、次のようにそのまま労働に適用さ

れる。

∥C| 労働は、売買され、また分量が増
減される他のすべてのものと同様に、そ

の自然価格と市場価格とをもっている。

労働の自然価格は、労働者たちが、平均

的にみて、生存し、彼らの種族を増減な

く永続することを可能にするのに必要

な価格である。

· · · · · ·
労働の市場価格は、供給の需要に対す

る比率の自然的作用にもとづいて、実際

に労働に対して支払われる価格である。

労働は稀少なときに高く、豊富なときに

安い。労働の市場価格がどれほど自然

価格から離れようと、それは、諸商品と

同様に、これに一致する傾向がある。

労働者の境遇が順調で幸福であり、彼

らがヨリ大きな生活の必需品と享楽品

を支配する力をもち、したがって健康

で多数の家族を養う力をもつのは、労

働の市場価格が自然価格を超える場合

のことである。だが、高賃金は人口増

加に与える奨励によって労働者数が増

大すると、賃金は再びその自然価格ま

で下落する。また実際、反作用のため、

時にはそれ以下に下落することもある。

(Ricardo [1821] 93-4)

労働力は資本の生産物ではないので、一

般商品のように資本の競争による調整で価

値重心説を規定することはできない。しか

しこれは、引用 ∥C|の三番目のパラグラフ
にあるように、賃金の騰落に労働人口の増

減が対応するという古典派の人口法則に置

き換えられている。そして、そのもとで、

第二パラグラフにあるように、賃金にも需

要供給の法則がそのまま当てはまるとさ

れている。ここでもう一度、先に強調した

ように、この法則が売れ残ることがないと

いう即時完売の仮定》にたっていることを

想起すれば、労働も賃金が上昇下落するこ

とですべて売れることになる。言い換えれ

ば、リカーの『原理』では、低賃金という

問題はあるにせよ、基本的に失業という問

題は発生しないのである。
（2）

■産業予備軍の二重性 この点において、

産業予備軍が累積するというマルクスの

窮乏化論とは根本的に異なる。逆にこの参

照軸を明確にし、マルクスの論理を徹底さ

せれば、賃金率がいかに下落しても、それ

によって雇用は増加しないことになる。雇

用労働時間は、生産資本の規模とその技術

構造によって決まるのであり、賃金率が下

がったからといって増減することはない。

その意味で、ここに形成される産業予備軍

は摩擦的失業ではなく、非自発的失業なの

である。

このような産業予備軍が常時存在する労

働市場を想定するには、その存続がどのよ

うに支えられるのか、その基盤を一般的に

示す必要がある。産業予備軍は、資本から

みれば、貨幣さえあれば必要な時に必要な

だけ自由に購買できる労働力商品のプール

として機能する。『資本論』ではその具体

的な存在形態が説明されているが、それは

当時の事例に依拠した歴史的指摘に止まっ

ている。ただその記述を読むと、産業予備

軍は、単に無為徒食の失業人口であるだけ
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ではない。そこには自営 self-employment

や家事労働 domestic labour のようなか

たちで、社会的生活過程に携わることで、

労働力を維持するもう一つの機能をになっ

ていることがわかる。労働市場における賃

金率は、こうした社会的生活過程を前提に

規定されるべきであると私は考えているが

(小幡 [2014]第 3章)、これには別の考え方

もあろう。しかし、需要供給の法則と価値

重心説を撤去し、産業予備軍の常駐する労

働市場の理論を独自に再構築することが、

マルクス経済学の必須要件となることまで

は確言できる。

2 ケインズ経済学とミクロ

経済学

2.1 ケインズの一般理論

■ケインズの古典派 古典派経済学に対す

るマルクス経済学の位置取りを整理してみ

ると、ケインズが「私は本書を一般理論の

一般に力点をおいて、『雇用、利子及び貨幣

の一般理論』と名づけた。このような表題

を付したのは、私の議論と結論の性格を、

同じ主題をめぐる古典派の理論の · · · · · ·
それに対比するためである。」というかた

ちで主著をはじめていることは興味深い。

ケインズはこの「古典派」に次のような註

を附している。

∥D| 「古典派経済学者」とは、リカー

ドウ、ジェームズ・ミルおよび彼らの先

行者たち、すなわちリカードウ経済学に

おいて頂点に達した理論の建設者たち

を総称するために、マルクスによって発

明された名称である。私は、おそらく語

法違反であろうが、（たとえば）J・S・

ミル、マーシャル、エッジワースおよび

ピグー教授を含めたリカードウの追随

者たち、すなわちリカードウ経済学の理

論を採用し完成した人たちをも、「古典

派」の中に含めるのを習慣としている。

（Keynes[1936] 3)

リカード経済学に集大成される潮流を「古

典派」とよび、そのコアをなす労働価値説

から離れていった、その後の潮流を「俗流

経済学」とよんで区別しようとしたマルク

スの意図を知りながら、後者の潮流をあえ

て「古典派」に含めるというのは、たしか

にかなり意地の悪い流用といってよい。
（3）
た

だ、この潮流が「リカードの追随者たち、

すなわちリカードの経済理論を採用し完成

させた人たち」であることも、ある意味で

否定できない。そして、マルクスがこの継

承面を無視したことに、後のマルクス経済

学者が無頓着だったことを思うと、ケイン

ズの流用にもそれなりの効用がある。

マルクス経済学者は、リカードの投下労

働価値説が搾取論のベースとなる点にのみ

注目し、引用 ∥B|における、市場価格の乖
離を引きおこす需要供給の法則はこの「本

質」を覆う自明の「現象」と見なし、この

現象に必要以上に拘泥することを須く「俗

流経済学」と忌諱し、自ら理論的に掘り下

げることに関心を示さなかった。しかし、

市場価格はどのようなプロセスで自然価

格から離れてゆくのか、それが自然価格に

再び引き戻される期間はどう考えたらよい

のか、戻るとしてもそれは収束するのか、

行き過ぎるのか、こうした問題は実のとこ

ろ、どのような市場像を想定するのかに深

く関わってくる。そして、この市場像の違

いは、古典派とケインズの間のみならず、

実はリカードとマルクスの間における、労

働市場に対する見方、失業の捉え方を左右

する点で看過できない。
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■ケインズの一般 これに続いてケインズ

は、引用 ∥D|の「リカードの追随者たち」
の市場の理論が特殊なケースに限定されて

いると批判する。しかし、その批判の対象

はすぐに「古典派の雇用理論」に絞られて

しまう。ケインズは彼のいう「古典理論」

が立脚している二つの「公準」を示し、こ

のもとでは「摩擦的失業」や「自発的失業」

は説けても、有効需要の不足に起因する

「非自発的失業」は説けないという。この

二つの「公準」は、ともに限界理論に立脚

したもので、リカードを頂点とする古典派

のコアとは無縁なものであり、ケインズが

それに含めたリカード以降の新「古典派」

を相手に、「摩擦的失業」「自発的失業」と

「非自発的失業」との区別を説明するため

に、ケインズが独自に導入したものといっ

てよい。

しかし、どのような公準をおくにせよ、

ケインズの主張は外からみると、けっきょ

く、三つの失業のうち二つしか説明できな

いという意味で「特殊」で、三つすべてが

説明できる自分の理論こそ「一般」なのだ

と主張していることになる。リカードの場

合なら、需要供給の法則にしたがい賃金が

下落し、その水準ですべての労働者が雇用

される。労働人口が減少するほどひどい低

賃金にはなるが、失業は基本的に発生しな

い。需要供給の法則に限界原理を導入し発

展させた「リカードの後継者たち」の場合

には、もう少し複雑になるのかもしれない

が、失業はあくまで市場の不調整によるの

であり、非自発的失業は生じないという結

論においてリカードと変わらない。

しかし、このような「古典派」に対して、

非自発的失業まで説明できるというだけな

ら、ケインズの「一般理論」は「雇用の一

般理論」ではあっても、労働市場をその一

部に含む「市場の一般理論」とはいえない。

リカードの場合、価値と地代の理論をふま

えて、①『原理』の第４章で、自然価格と

市場価格の一般的な関係が説かれ、②その

あと第５章で、労働市場が導入され賃金が

規定され、第６章で、残余としての利潤が

規定されるという構成になっていた。ケイ

ンズが主たる批判の対象としているマー

シャルやピグーの場合にも、市場における

価格の決定原理はリカードの場合とは異な

るが、①まず市場の一般理論を説明し、②

この基盤のうえに労働市場が位置づけられ

て、賃金と雇用の関係が規定される二段構

えになっている。

ケインズの古典派批判は、市場の一般理

論に対するものなのか、あるいは労働市場

に限定されたものなのか。言い換えれば、

非自発的失業が発生するのは労働市場だけ

なのか、それとも商品の滞貨が市場一般に

随伴するといっているのか。ケインズのい

う「一般」は、この点がはっきりしない。

このことが、ケインズのこの批判にはじま

るマクロ経済学と、現代のミクロ経済学と

の関係が、外からみているかぎり判然とし

ない原因でもある。

■セーの法則 ケインズは、労働市場の一

般理論を超えて市場の一般理論を問題にし

ようとしているのか。『一般理論』の第 2

章「古典派経済学の公準」の第 6項で「セー

やリカードの時代このかた、古典派経済学

者は供給はそれ自らの需要を創りだすと説

いてきた」と指摘し、J・S・ミル、マーシャ

ル、エッジワース、それにピグーといった

ケインズの「古典派」によるこの命題の諸

変形を紹介した後、次のように総括してい

るのをみると、まさにそうしようと望んで

いたかにみえる。
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∥E| 古典派理論の「平行の公理」とみな

されるべきものは、全体としての産出物

の需要価格とその供給価格とが均等で

あるという想定である。ひとたびこの

ことが認められると、そこから他のすべ

てのことがら — 個人および国家による

倹約の社会的利益とか、利子率に対する

伝統的な態度とか、古典派の失業理論と

か、貨幣数量説とか、外国貿易に関する

自由放任の絶対的な利益とか、その他わ

れわれがこれから疑問視しなければな

らない多くのことがら — が導き出され

るのである。 (Keynes[1936] 21)

ここでは、古典派における失業理論の欠落

が古典派の市場一般の基本認識に由来して

おり、この基本認識が同時に「貨幣は摩擦

が生じた場合を除くと実質的には何の重要

性ももたず、生産と雇用の理論は（ミルの

理論がそうであったように）『実物』交換

を基礎にして構築することができる」とい

う確信につながっていると主張しているよ

うにみえる。そうであれば、古典派に変わ

る市場の一般理論、貨幣が実在する市場に

おける価格の決定理論がまず提示されねば

なるまい。ところが『一般理論』は、個々

の商品価格の決定理論を欠いたまま、第 3

章「有効需要の原理」に進み、総供給関数

と総需要関数の交点として有効需要を規定

する。
（4）

しかし、マルクスのいう古典派の目から

みると、個々の商品価格とは別に、「総商

品の価格」という概念を認めることはでき

ない。さまざまな商品で構成される物量ベ

クトルをスカラー化することこそ、価格ベ

クトルの基本的な機能であり、労働価値説

はこの価格決定の原理として古典派経済学

のコアをなしていた。価値論をベースに純

生産物総量の分配と蓄積を解明するリカー

ドの『原理』に則れば、ミクロとマクロが

分離することはありえない。マルクス経済

学もまた然りである。

このあと『一般理論』は第 4章「単位の

選定」で独自の「労働単位」を提示するが、

労働価値説との関係もケインズのいう「古

典派」の価格理論との関係も明らかにされ

ていない。けっきょくケインズの一般理論

は、商品価格を説明する一般的な理論を外

部に想定するものに終わっており、現代の

マクロ経済学も、その基礎をミクロ経済学

に求めざるをえない依存性において変わり

はない。

2.2 一般均衡論

■需要と供給の一致 現代のミクロ経済学

の中心は一般均衡論にある。そこでは通

常、予算制約式と無差別曲線をつかって

個々の家計における、消費財の需要関数と

生産要素の供給関数が導きだされ、また投

入と産出を関連づける生産関数に基づい

て、利潤最大化行動を追求する個々の企業

における、生産物の供給関数と生産要素の

需要関数が導きだされる。さらにそれらを

集計することで、各財ごとの需要関数と供

給関数が決定される。これらの需要関数、

供給関数の導出では、効用や投入・産出に

関して、いわゆる限界理論が重視され、こ

れが一つの特徴になっており、教科書でも

大きなウェートを占めている。しかし、ミ

クロ経済学が描きだす市場の本質は、これ

らの需要関数と供給関数を基礎に展開され

る一般均衡論のほうにある。どういうかた

ちで需要関数、供給関数を導きだすにして

も、一定の交換比率のもとで、すべての財

の需要と供給が同時に一致するという考え

方が、その市場像をきめているのである。

この点において、客観価値説にもとづく
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市場像との違いは明瞭である。客観価値説

でも、均等な利潤率が成立する相対価格が

決まるが、それは需要と供給との一致を条

件に導きだされるわけではない。すべての

商品において需要と供給が等しいとき、市

場価格が生産価格と一致するということは

あろう。だが、逆に、市場価格が生産価格

に一致すれば、すべての商品において需要

と供給が等しくなり、商品は即時完売され

るということにはならない。すでに述べた

ように、生産価格は需要供給の一致とは独

立に、生産技術を基礎に、商品市場外部の

条件であらかじめ決まる値なのである。

たしかに、生産価格と一般的利潤率は、

均衡価格を導く連立方程式とよく似た連

立方程式を解くことで与えられる。マルク

ス経済学の場合、労働力も一般商品と同じ

く再生産されるものとみなし、投下される

労働量を生活手段の物量に置き換えるこ

とで、賃金率を与えるアプローチが通例で

あった。すでに反故にした式 (4)のような

関係を設定すれば、生産価格を決定する連

立方程式の数は商品の数 n となり、n 個

の生産価格と一般的利潤率で、未知数の数

は合計 n+ 1 個となる。しかし、均等な利

潤率を与えるには、相対価格がきまればそ

れで充分であるとして、この問題は処理で

きる。

こうした処理は、一瞥のかぎり、一般均

衡論と同じようにみえる。一般均衡論で

は、すべての i(= 1, · · · , n) 財において需
要 di(p)と供給 si(p)とが一致することを

示すm個の連立方程式

di(p) = si(p) (5)

がたてられる。ただ周知のように、すべて

の需要と供給が一致するという前提のもと

では、
∑n

i=1 pidi(p) =
∑n

i=1 pisi(p) が成

りたつので、連立方程式 (5)で n− 1 個が

成立すれば、残りの１個は必ず成立する。

独立な方程式の数は n− 1 個であり、その

ため一般均衡価格 p もやはり相対価格と

して規定される。

両者とも、連立方程式を解くことで相対

価格が求まるという形式はよく似ている

が、実質は決定的に異なる。外観のみで、

マルクス経済学の生産価格論も、きちんと

定式化すれば、一般均衡論と同じ枠組みに

収まるとしたのでは、根本を見失う。生産

価格と一般的利潤率を与える連立方程式

(2)は、外観は等式だが実質は投入額 < 産

出額という不等式があり、利潤率がこれを

等式化しているにすぎない。客観価値説で

は余剰の発生する市場が想定されているの

に対して、一般均衡論が想定しているのは

完全分配の市場であり、折衷はできぬ相談

となる。

ただ、次の点は注意を要する。このよう

に余剰の存否をめぐって決定的な違いがあ

るにもかかわらず、両者は相対価格の決定

と絶対水準の決定の二分法を共有する。こ

うなる背景には、後に見るように（22頁）、

貨幣を流通手段に一面化する考え方が潜ん

でいる。単純に、余剰の認識さえあれば、

貨幣数量説的発想を超えられるわけではな

いのである。

■ニュメレール 一般均衡価格が相対価格

ですむとすると、貨幣の存在はどのように

説明されることになるのか。ミクロ経済学

の教科書では、均衡価格を探しだすための

調整過程の一つである、ワルラスの「模索

過程」が必ず紹介されている。すべての財

において、需要と供給が等しくなるまで交

換取引は確定されないという前提のもと

で、かりに相対価格を動かし、超過需要が

あれば相対価格を上げ、超過供給があれば

下げるという過程を繰りかえしすことで、
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均衡価格を探りだす調整過程である。

ただ、この過程で n種類の商品の相対価

格は、たとえば

(p1/p2, p2/p3, · · · , pn−1/pn, pn/p1)

というように、異なる尺度で提示されるの

ではない。このようなバラバラな尺度によ

る表示では、pk/pl · pl/pm と pk/pm がズ

レる可能性が生じる。そうなれば、直接第

k 財と第 m 財を交換するより、第 k 財と

第 l財を交換し、この第 l財と第m財を交

換する間接交換のほうが有利になるケース

がいくらでもでてくる。個々の財の所有者

が、自分が欲しい財を選んで、それとの交

換比率を提示するかぎり、こうした事態は

避けられない。これに対して、第 i財を共

通の尺度にして

(p1/pi, p2/pi, · · · pi/pi · · · pn−1/pi, pn/pi)

というかたちで交換比率が示されれば、間

接交換が有利になるケースは生じない。

この共通の尺度財はニュメレールとよば

れる。

このように考えてくると、「模索過程」の

意義は、交換比率の変更による「調整」以

前に、まずニュメレールの「統一」にある。

① この統一された価格体系を与えられた

条件として、② そのもとでそれぞれの個別

主体が効用や利潤の極大化を実現する「主

体均衡」がはじめて成立し、かつ③ この

もとで、すべての財について需要と供給が

完全に一致するという「市場均衡」も成立

する。とすると、この尺度財の統一、ニュ

メレールの存在はどのようにして実現され

るのか、この点が説明されなくてはならな

い。しかし、一般均衡論において① の条

件はあくまで所与であり、対等な個別主体

の存在から導出すべきものとは考えられて

いない。個々の主体を超越した単一のオー

ソリティを、市場の外部からスカウトでき

ると想定した理論構成になっている。これ

に対して『資本論』の冒頭で展開されてい

る価値形態論は、ある意味でこの統一問題

を分析したものといってよい。そして、そ

の錯綜した理論に悩まされてきたマルクス

経済学者の目には、ワルラスの模索過程に

おけるニュメレールの処理はあまりにあっ

けないものに映る。

しかし、これは、無意識のうちに、どこ

かでニュメレールを貨幣と重ねてしまう思

考癖から生じる、ある種の錯覚である。す

べての商品価格が、このニュメレールとさ

れる第 i財の価格を共通の尺度に表示され

るのであるから、これこそ貨幣なのではな

いのかと勘違いしてしまうが、この iは任

意であり、どの財もすべてニュメレールに

なる資格をもっている。その意味で、特定

の貨幣が存在するわけではないのである。

すべての財は貨幣であるということは、

財と区別される固有の貨幣は存在しない

ということに等しい。そして、① → ② ·
③の過程は、一組の相対価格の体系の形

成をもって終わるのであり、ニュメレー

ルもそれとともに意味を失う。第 i 財が

ニュメレールに用いられたとしても、す

べての財が 第 k 財 → 第 i 財 → 第 l 財

という共通財を媒介にした間接交換を求

められるわけではない。均衡価格はその相

対比率で、すべての財に純粋な物々交換、

第 k 財 ⇄ 第 l 財 を可能にする。要する

に、ワルラスのニュメレールは、いかなる

意味においても貨幣の「存在」を説明する

概念ではなく、逆に貨幣の「不在」を説明

する概念なのである。

■欲望の二重の一致 これに対して、ワル

ラスにやや先立って、限界革命を主導した

といわれるメンガーやジェボンズは、貨幣
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の存在理由を独自に追求している。ミクロ

経済学においても、時に貨幣の存在が取り

ざたされると、ジェボンズの「欲望の二重の

一致」の議論が紹介されることがある。た

とえば、獲物を手にれたハンターが、それ

と交換にまた銃弾を手に入れようと思って

も、銃弾をもっている者の手元には獲物が

充分ある場合、交換はおこなわれない。自

分が欲しい財の所有者が、自分がもってい

る財を欲しがっているという、双方向の一

致 double coincident がないと物々交換は

できない。ジェボンズによれば、このよう

な一致が起こるのはきわめてまれであり、

このような物々交換の困難を解決するため

に、人びとはフランス人が 「日用品 mer-

chandise banale」とよぶ財を媒介に使うこ

とになる。この共通の商品 common com-

modity が交換手段 medium of exchange

だというのである (Jevons[1923] 3-4)。

ただこうした交換手段の説明は昔から繰

り返されてきたものであり、今日のミクロ

経済学の出発点となった「限界革命」の立

役者の発言でなければ、とくに取りあげる

ほどのことではない。すでにアダム・スミ

スも「社会のあらゆる時代のあらゆる慎慮

の人は、自分自身の勤労に特有な生産物の

ほかに、あれこれの一商品の一定量、すな

わち、たいていの人がそれとかれらの勤労

の生産物とを交換するのを拒むまいとかれ

が考えるようなあれこれの一商品の一定量

を、いつでも自分の手もとにもっていると

いうようなしかたで、自分が当面する問題

を処理しようと自然に努力したにちがいな

い」(Smith[1876] 37-8)と述べている。し

かし、これもまた、別にスミスのオリジナ

ルというわけではなく、貨幣の存在につい

て多少とも省察をめぐらせば、だれでもす

ぐに想到する通念である。

ジェボンズの説明は、「欲望の二重の一

致」という困難を解決するためには貨幣が

必要だという素朴な要請論（「あると便利

だ、だからあるのだ」）であり、どの財が

どのようにして貨幣になるのかを説明する

生成論にはなっていない。これに対して、

「限界革命」のもう一人の立役者であるメ

ンガーは財には他の諸財と交換しやすいも

のとそうでないものがあるという「事実」

に着目し、この「販売力」の差から、何が

どのようにして貨幣になるのか、を説明し

ようとした。ただその場合も、貨幣になる

まえから財が具えていた「販売力」と、多

数の主体がそれを交換手段とするから自分

も追随するというかたちで創出された貨幣

の「販売力」への不連続な転換が明確にさ

れないかぎり、「販売力」という概念は、事

実上、merchandise banale という用語で

ジェボンズが指したこと以上の意味をもち

えない。「販売力」という契機で、多数派

に靡くかたちで一方向に収斂し、最終的に

単一の貨幣が生成すると結論できるかどう

かは怪しい。即座に交換しなくてはならな

いのでないかぎり、逆に交換しないで持ち

続けるのに適した資産的な財に引き寄せら

れる可能性が残るからである。

2.3 貨幣不在の市場

■全面的な物々交換 このように、ミクロ

経済学の創生期には、貨幣の存在を独自に

追求する動きがみられたが、今日のミクロ

経済学のテキストではこうした貨幣論は

そのすがたを消している。これは一般均衡

論の徹底による。現代のミクロ経済学の核

心が、一般均衡論にあると先に述べた（14

頁）理由はここにある。均衡価格が成立

し、その相対比率ですべての財に関して、

需要と供給が一致している（という事実を
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すべての主体が認識している）なら、直接

的な欲求の不一致が交換を妨げることには

ならない。

かりに 第 1 財 の所有者の欲求が、

第 1財→ 第 2財→ · · · → 第 n− 1財→
第 n 財 というように連鎖していたとして

も、直接交換が可能な第 n財に遡って、そ

こから第 1財 ⇨第 n財 ⇨第 n− 1財⇨

· · · ⇨ 第 2 財 と迂回して、直接の欲求の

対象だった 第 2 財 に辿りつくまで、何度

も間接交換を繰り返す必要はない。成立し

た均衡価格をすべての経済主体が順守する

かぎり、自分が供給する財に対しては、だ

れかが必ず交換を望んでいるはずである。

したがってもし、だれかが自分の前に現れ

て、均衡価格で交換を求めてきたら、素直

に求めに応じればよい。たとえ相手が差し

だす財が自分の欲求の対象でなくても気に

することはない。この交換で得た財で自分

が欲しい財の所有者に交換を申し込めば、

相手がその財を欲しいと思っているかどう

かに関わりなく、自分がそうしたのと同じ

理由で相手も交換に応じるはずである。相

手に望まれるかたちで、結果的に直接的欲

求の対象でない財を挟んだ三角取引になる

ことはあるが、スラッファが明確に指摘し

ているように（∥F|）、それ以上の間接取引
が必要とされることはない。こうして、す

べての財に関して需要と供給とが一致して

いる均衡価格のもとでは、全面的な物々交

換を通じて、すべての財が交換の場から消

えてなくなる。市場は空になるのである。

要するに、一般均衡論が成立していると

いうことは、すべての財がメンガーのいう

「販売力」を等しくもつということであり、

言い換えれば、特定の財をジェボンズの

「交換手段」として用いる必要はない。一

般均衡が成立した世界とは、とりもなおさ

ず、マルクス経済学者の目からみれば、す

べての商品が貨幣に即身成仏する世界なの

である。

■ミクロとマクロ マルクス経済学の立場

から、ケインズ経済学と一般均衡論の関係

を眺めてみると、マクロ経済学は集計の基

礎となる価格決定の理論を外部に求め、ミ

クロ経済学は現実の交換に不可避な貨幣の

理論を外部に求め、相思相愛の間柄にみえ

る。先にみたように、ケインズの『一般理

論』は、非発的失業が存在する労働市場の

一般理論を求めるなかで、「供給はそれ自

らの需要を創りだす」という「古典派」の

通念に疑義を差し挟みながら、それに変わ

るべき価格決定の一般理論を提示せぬま

ま、有効需要の原理に進むかたちになって

いた。

ケインズ自身は、他の条件を所与のもの

とし、短期と長期を区別し、特定の市場を

分析するマーシャルやピグーの部分均衡論

を念頭においていたため、その枠組のなか

で一定の訂正を加えれば、非自発的失業が

存在する労働市場は一般の財市場における

価格理論と折り合いがつくと考えたのかも

しれない。しかし、その後支配的になって

いったワルラス型の一般均衡理論は、ケイ

ンズの考えた労働市場の「一般理論」とど

うみても整合しそうにない。一般均衡論が

描きだす貨幣不在の市場では、まさに売り

は買いであり、交換の結果、次期に持ち越

される売れ残りは存在しない。これが市場

の一般理論なら、非自発的失業が存在する

労働市場はそれのみ特殊な市場であるとい

う結論になる。

他方、ミクロ経済学における貨幣の欠落

を補うべきマクロ理論における貨幣の理論

にも独自の困難がある。ケインズの『一般

理論』は、単に「雇用の一般理論」であるだ
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けではなく「利子・貨幣の一般理論」でも

あった。そこでは流動性選好のかたちで、

貨幣を保有する動機を分析し、所得と利子

率が貨幣に対する需要を決める二つの要因

であることが示されている。

ただそれは貨幣総量に対する需要の説明

であり、個々の取引主体のレベルで、貨幣

がどれだけ必要とされるのかを明らかに

するものではない。この問題を明らかにす

るには、貨幣による購買と貨幣の貸借を伴

う市場構造の分析に進まざるを得ないこと

になるが、それは一般均衡論による価格決

定の原理に必然的に抵触する。すでにみた

ように、一般均衡論は、貨幣の存在を無化

する理論であり、言い換えれば、全面的な

物々交換を可能にする諸条件を明らかにす

る理論である。したがって、逆に貨幣の存

在を理論的に捉えようとすれば、一般均衡

論を支える基本条件を放棄するほかない。

一般均衡論に追加条件を加えるかたちの拡

充ではなく、その基礎条件を入れ替える必

要があるのである。

ミクロ経済学とマクロ経済学は、傍から

みていると、価格決定と貨幣存在をめぐっ

て互いの欠落を補いあえそうにみえなが

ら、その説明原理において鋭く対立する不

思議な関係にみえる。あるいは両者は、よ

り一般的な公理系のうえに「統合」できる

のかもしれない。そうした試みは、たとえ

ば「ケインズ経済学のミクロ的基礎づけ」

というようなかたちで繰り返しなされてき

ているが（根岸 [1980] など）、同時にたと

えば、マネタリストの台頭やリアルビジネ

スサイクル理論などのように、他方の排除

による「統一」の試みも繰り返されている。

こうして、向こう岸の大きな「円」のなか

で展開される論争を眺めていると、マルク

ス経済学がこれとは明らかに異なる公理系

のうえに立脚しているのを痛感する。

■商品流通 この公理系の考察は次節で試

みるが、これに対していわば定理レベルに

属する「貨幣の実在する市場」が、なぜマ

ルクス経済学の必須要件 (3頁)の第１項と

なるのかは、本節の考察をふり返ってみれ

ば明らかとなる。いまマルクス経済学の市

場像の詳細に踏みこむ余裕はないが、その

概要はどのテキストにもたいてい載ってい

る作者不詳の商品流通の模式図でわかる。

G W1

W1 G W2

W2 G W3

Wn G

図 1 商品流通

ここでWiは商品を、Gは貨幣を表す。Wi

— G — Wi+1は、商品Wiを売ってWi+1

を買う商品売買であり、これが連鎖し、北

西から南東への貨幣の流通 current によっ

て、南西から北東への商品の持ち手変換す

なわち流通 circulation が進行する過程が

イラスト化されている。

もちろん、現実には貨幣の流通は分離結

合を繰り返し、このような単線的な模式図

に単純化することはできないが、マルクス

経済学における市場像の特徴はここに読み

とることができる。今一度すべての財に関

して需要と供給が一致するという一般均衡

論の世界を想起してみると、そこでは最後

の商品流通がWn — G — W1 というかた

ちで閉じていることが最低限まず必要な条
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件となる。この必要条件が満たされなけれ

ば、そもそも n 本の需給均等方程式を立

てることができないからである。そのうえ

で、「模索過程」を通じて一般均衡価格が成

立すれば、図 1のような貨幣流通を介した

間接交換は無意味になり、図 2のような全

面的な物々交換（どの商品でもW1 の位置

に立ちうるが）は一つの閉じた世界を形成

する。これに対して、マルクス経済学にお

ける商品流通は、図 1の最後の Gは G —

Wn+1 というように新たな商品売買にどこ

までも連鎖し、開かれた世界を形づくって

ゆくのである。

W1 W2

W2 W1 W3

W3 W1 W4

Wn W1

図 2 全面的な物々交換

このような商品流通は、提示された価格

でならどの種類の商品でも自由に購買でき

る貨幣の存在が前提になっている。逆にい

えば、すべての商品が単一の貨幣に向かっ

て販売を求める関係、いわば円の中心に貨

幣が位置し、これを取り囲むかたちで円周

上に、異なる種類の無数の商品が並んだハ

ブの構造になっている。何でも買える貨幣

の特性は、所定の価格でならいつでも販売

するつもりで待機している商品在庫の遍在

を前提にしている。

こうした状況のもとで、自分の商品がい

つ売れるかには偶然性がともなうが、一度

売れれば好きなときに何でも買えるのだか

ら、必要が生じるまで、あえて買おうとは

しない。事後的にはWi — G — Wi+1 と

いう連鎖が軌跡となって現れるが、Wi —

G の時点で Wi+1 を買うことが決まって

いるとはかぎらず、貨幣を獲たところでウ

エイトがかかる。

その結果、商品流通には「売ってから買

う」「売れなければ買えない」という制約

が課せられ、さらに「自分の商品の買い手

の商品が売れなければ、自分の商品も売れ

ない」という制約の連鎖が生じる。図 1の

W2 の所有者が W3 をどんなに必要とし、

また W3 の所有者が W4 をどんなに必要

としていても、上流でまずW1 が売れない

かぎり、川下の取引すべてにストップがか

かる。

こうした潜在的な圧力は、「売って買う」

W — G — W ′ という取引を後払いで買う

信用売買 G — W ′・W — Gに変形させ、

さらには売買差額をもとめて「安く買って

高く売る」転売活動G — W — G′ を生み

だす。近年のマルクス経済学はこのような

「貨幣が実在する市場」を基礎におくこと

で、資本主義に特有な市場機構の多様な分

化を理論化することに特に力を注いできた

のである。

3 マルクス経済学の地殻と

コア

3.1 客観価値説と貨幣

■リカード・マルクス・ケインズ・ワルラ

ス これまでのところをふり返ってみる

と、マルクス経済学は大筋において、必須

要件Ⅱの客観価値説とⅢの余剰の理論でリ

カード『原理』のラインの内側に撤収する

が、Ⅳの産業予備軍の常駐に関しては、反

対にその外側にたつべきだ、と主張したこ

とになる。そして、ケインズの経済学もあ

る意味では同様に、非自発的失業の存在が

説明できる「雇用の一般理論」を目指しな
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がら、市場一般の理論を外部に求めるかた

ちになっていた。ところが、その後のミク

ロ経済学は、ワルラスの一般均衡論を中心

に整理され、この要請にはますます応じに

くい体質に変わっていった。直近の研究に

不案内なまま断定的なことはいえないが、

傍からみているかぎり、ミクロとマクロの

間には埋めがたい溝があり、両者を一つの

公理系に基づく「原論」に統合することは

至難の業に思える。

ただ、対岸の亀裂は必ずしも他人事では

ない。マルクス経済学の必須要件をいま述

べたラインに沿って組み立てなおすため

には、こちらの円内にも解決しなくてはな

らない問題が存在するのに気づく。たしか

に、マルクス経済学は（Ⅱ＋Ⅲ）というコ

アを古典派経済学と共有し、いわば公理系

のレベルでミクロ経済学とマクロ経済学を

内包する円とはっきりと区別される。すで

に述べたように（15頁)、向こう岸では、需

要と供給の一致という条件をつかって価格

決定の等式を立てるのに対して、此方岸で

は、再生産が生みだす余剰を前提に利潤率

の均等という条件をつかって価格決定の等

式を立てる。これが基本である。此方岸で

は、需要と供給が一致していようといまい

と、利潤率が均等になる価格体系は与えら

れる。

問題は、このとき（Ⅱ＋Ⅲ）というコ

アに対して、地殻を構成するⅠとⅣをい

かに統合するのか、にある。ケインズの

経済学とミクロ経済学の溝を知ることは、

(Ⅰ+(Ⅱ＋Ⅲ)+Ⅳ)というかたちでコアを

取り囲む要件ⅠとⅣの関係を探るのに役立

つ。みえてくるのは、Ⅰの貨幣が実在する

市場が、実はⅣの産業予備軍が常駐する労

働市場と同じ市場認識を共有しており、そ

れこそケインズが外部に委ねた市場の一般

理論にほかならない、という点である。以

下では、①余剰の理論に立脚した客観価値

説だけでは貨幣の実在性を説明するには不

充分であること、②貨幣の実在性を説明す

るには価値内在説が不可欠だが、これはこ

れまで一般に受容されてきた価値重心説と

不整合を来すこと、③価値重心説を捨て、

価値内在説と客観価値説の関係を整理する

ことで、産業予備軍の存在する労働市場が

はじめて理論的に説明できること、を順次

明らかにしてゆく。

■リカードと貨幣 はじめに、客観価値説

と貨幣の問題について考えてみよう。貨

幣論は、古典派経済学においても、重要な

テーマであった。しかし、その基本的な内

容は、当時の貨幣制度を前提に、貨幣の価

値の大きさはどうきまるのか、という量的

規定に集中している。金属貨幣のもとで、

貨幣価値は貨幣素材である金塊の生産に

要する労働時間できまるという生産費説

をとるのか、それとも貨幣素材である金量

によってきまるとする貨幣数量説をとるの

か、両者は一致するのかしないのか、貨幣

価値の決定問題が中心であり、そもそも貨

幣とはなにか、貨幣の存在理由を問うマル

クスの価値形態論のような存在論的な問い

かけはあまりみられない。

リカードの場合も、客観価値説を金貨幣

に適用することが基本となっており、貨幣

の価値は貨幣素材を生産するのに直接間接

に必要な労働量によってきまるとされる。

そして、一般商品の場合、過剰に供給され

ればその価値が上がり、逆なら下がるよう

に、貨幣の量が適正な水準をこえれば物価

があがり、その結果、輸入が増加し金が流

出し、貨幣の量は適正な水準に引き戻され

る、そして逆なら逆になる、というかたち

で、1.3 でみた価値重心説の市場像が拡大
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され重ねられることになる。

リカードの場合、金が生産手段になるこ

とはないから、金の生産に必要な労働量の

増減は、同じく投下労働量できまる諸商品

の相対比率を動かすことなく、すべての価

格を一律に上昇下落させる。すなわち、諸

商品の相対価格の決定と、絶対水準の決定

とは、同じ客観価値説に基づくにしても、

別々に分けて考えることができる。社会的

な再生産の持続にとっては、前者の相対価

格が一定に保たれていればすむのであり、

媒介となる貨幣価値の水準が一律に上昇下

落するかぎり、この比率が乱されることは

ない。

そのため、貨幣価値によってきまる後者

の絶対水準を別の原理によって説明する余

地が生じる。客観価値説によって相対価格

を説明したうえで、絶対水準のほうは外生

的な貨幣量に応じて物価水準がきまるとす

る貨幣数量説を接ぎ木することも可能とな

る。こうできるのは、すでにふれたように

（15 頁)、貨幣の役割を交換を媒介する流

通手段に一元化して捉えることによる。要

するに、貨幣はけっきょく実体経済を覆う

ヴェールに過ぎないとする古典派全般に通

じる二分法につながっているのである。

このように捉えかえすと、客観価値説と

一般均衡論は、市場における需給できまる

価格と別に、生産過程で独立にきまる価値

の存在を認めるかどうかでは鋭く対立して

も、市場像においては意外に類似した面を

もつのに気づく。貨幣Gは商品W と商品

W ′との交換を媒介する手段であり、W —

G — W ′ の両端の交換比率をきめる原理

において両説は対立するが、媒介をなす過

程は瞬時に通過できると事実上想定されて

いるのである。

■スラッファと貨幣 このことは、スラッ

ファの『商品による商品の生産』をみると

はっきりする。そこでは、利潤率ないし賃

金率が外生的に与えられると、n種類の商

品の n − 1 個の相対価格 pi/p1 が決定さ

れることが示されるが、このとき何が相対

価格の分母におかれるかは理論的に説明さ

れることはない。その点では、ワルラスの

ニュメレールと大差ない。そして、ニュメ

レールでよいということは、貨幣は実在し

なくても、全面的な物々交換が可能である

ということを意味する。スラッファも剰余

のない体系を考えた段階（「生存のための

生産」）で、次のように述べ、事実上、物々

交換によって社会的再生産のために必要な

補填が果たされることを認めている。

∥F| 二産業の体系においては小麦栽培

に使われた鉄の額が鉄生産に使われた

小麦の額とかならず同じ価値であるけ

れども、三コないしそれ以上の生産物が

存在するばあいには、そのどんな一組に

ついても、もはやこういうことが妥当し

ない。このことは注意しておいてよい

であろう。かくて上の例ではこのよう

な均等性は存在しないし、補填が三角

取引を通じて行なわれうるにすぎない。

(Sraffa[1960] 4）

余剰が存在しないこのケースでは、利潤率

ないし賃金率を外部で決定する必要はな

く、補填を可能にする交換比率は内部でき

まる。直接的交換W — W ′ だけでは必要

なすべての補填を実現することは不可能

であるが、この比率を維持したまま、任意

の商品を媒介に、W — Wi — W ′ のかた

ちで、間接交換をおこなうことで補填は実

現され、交換の前後で貨幣が残ることはな

い。
（5）
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けっきょく、ただ客観価値説に依拠する

というだけでは、ほんとうの意味で、交換

過程の媒介機能をこえた残余としての貨幣

が実在する市場像には手が届かない。なん

でもすぐに買える貨幣の存在を説明するに

は、客観価値説をこえるなにかが必要なの

である。
（6）

3.2 貨幣の実在する市場

■商品に内在する価値 理論の目でみると

なぜか視野からこぼれ落ちてしまう「貨幣

が実在する市場」に接近する近道は、「商

品には価値がある。この価値は価格とは違

う。価値があるとはいうが、価格があると

はいわない。価格は何かに『付ける』もの、

この『付けられる』ほうの何かが価値だ。」

といった自然言語で語られる日常の世界に

立ち戻ってみることかもしれない。むろん

価値存在に関する漠然とした通念は、厳密

に学問的な表現に置き換えなくてはならな

い。用語を厳密に定義し、紛れが生じない

規定を与え、いわば公理化することが出発

点となる。『資本論』の冒頭でマルクスが

苦心したのも、まさにこの作業だった。た

だ、その内容は、マルクスが何度も改訂を

試みたにもかかわらず、なお異なる解釈を

許す。テキストに即した解釈と批判は別に

詳論したので（小幡 [2013]第 1章）、ここ

では二点ほど私の言葉でコメントを附して

おく。

一点目は、マルクス経済学の出発点をな

すのは、価値ではなく、商品だという点で

ある。リカードの『原理』の第１章は「価

値について」だった。これに対して『資本

論』の第１章は「商品」である。むろん、

「商品」といってもその価値の考察が中心

であり、両者は大差ないように思われるか

もしれないが、リカードの関心はすでにみ

たように社会的総生産物を集計する価値量

の決定に絞られていた。これに対して、マ

ルクスの関心は商品価値の自立した形態と

して貨幣の存在を解き明かすことに向けら

れている。

マルクスがこの貨幣形態の生成論を「ブ

ルジョア経済学によってけっして試みられ

ることもなかったこと」(Marx[1867] 62)

と自負し、最晩年に至るまで、たとえば

冒頭の「価値概念の分析」に不備があると

『資本論』に論及した A. ワグナーの『経

済学教科書』に傍注を付し、自分が出発点

としたのは「価値」ではなく「商品」であ

り (Marx[1879-80] 369)、この商品価値の

形態を分析することで「労働をただ価値の

大きさの尺度としてだけ扱って、それゆえ

に価値理論と貨幣の本質とのあいだに何ら

の関連も発見しえなかった」(Marx[1879-

80] 358)リカードの限界を克服した点を強

調しつづけたことはよく知られている。

しかしそれにもかかわらず、『資本論』の

商品論がリカードの投下労働価値説の延

長線上で読まれてきた原因の一端はマルク

スの説明のしかたに潜む。「商品には価値

がある」という価値内在説は、労働価値説

と分離して独自に説明すべきであり、また

そうできる。この分離によって、リカード

の投下労働価値説、その一般化である客観

価値説では捉えられない「貨幣が実在する

市場」の真相もはじめて理論化できるので

ある。

二点目は、「価値がある」とはどういう

ことなのか、その定義を明示することであ

る。何かに「内在する」（immanent sein）

という用語は、おそらくキリスト教の神学

的背景や哲学的含意があり、日本語を自然

言語とする者にその奥行きは把捉しにく

い。ただ、何かが《ある》とはどういうこ
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とか、明確にしておくことは、価値につい

て考える大前提となる。この《ある》とい

うことを一般的に規定しようとすれば哲学

上の大問題に発展するが、さしあたりいま

ここで必要なのは次の点である。一般に何

かが《ある》という場合、特定の《場》あ

るいは《状態》が前提となる。漠然と《あ

る》という場合も、＜どこかに＞というこ

とが言外に了解されている。無のなかに忽

然と浮かびあがるわけではない。

たとえば英語でも There is a pen. とい

い、ドイツ語でも Es gibt eine Feder. と

いうように、何かしら曖昧な《場》を指定

してその存在を示す。一般に、A pen is.

ということはなく、be動詞が exist の意味

で用いられるとすれば、それは神のような

超越的な存在にかぎられる。日本語では、

この《場》を格助詞の「は」で提示し、いわ

ゆる複文で表現することができる。「象は

鼻が長い」というのは、まず象という《場》

が提示され、それには鼻が《ある》、そして

その鼻が長い、というように展開される。

このため日本語では「商品（に）は価値が

ある」ということができる。これは商品と

いう《状態》を想定し、その場合には価値

が《ある》という意味になる。

だから、この《ある》は、商品には価値

という属性があるということであり、「商

品は価値をもっている」というように、日

本語では「有る」「もつ」という言い方のほ

うが普通かもしれない。価値は商品という

《場》に「内在」するのであり、この側面は

リカードのように、その《場》の外に労働

に基づく価値量を抽出したのでは視野から

もれてしまう。いずれにせよ、「価値があ

る」ということの意味を独自に掘りさげる

ことなしには「貨幣が実在する市場」に接

近することはできないのである。

■種の属性としての価値 『資本論』冒頭

の「内在的な価値」は、一般には労働価値

説によるものと考えられてきたが、以上の

ようにマルクス経済学の必須要件を整理し

てみると、それは客観価値説とは独立の規

定を与えることができるし、そうすべきだ

ということに想到する。それは、一言でい

えば、「同種商品は同じ価値をもつ」とい

う「種の属性としての価値」の概念という

ことになる。すなわち、混ぜたら区別のつ

かなくなるような同じ種類の商品が大量に

存在し、それを多数の売り手が競って売り

あうような《場》が、同じ種類の商品には

同じ価値が《ある》という状況をうむ。

ここでは個々の商品所有者が、市場に滞

留する商品種全体に共通する価値を意識

して、自己の商品に価格を付ける。価格は

《個》に属する概念であるが、価値は《種》

に属する概念である。自分の隣で同種商品

が１個 100円で売れていれば、自分の商品

にも少なくとも１個 100 円相当の価値が

あると考え、いますぐ売れなくても価格を

引き下げることはない。逆にいますぐ売ろ

うと思えば、だれもそれに同調しないよう

な、明らかに価値以下とわかる価格を付け

なくてはならない。すべての商品が即座に

は売れず市場に商品が滞留するのは、個々

の売り手が同種商品には同じ価値があると

考えて値を維持するからだということにな

る。だから、美術品のように同種のものが

存在しない商品に、価格と異なる価値の存

在を考えてみても意味がない。「市場に同

種商品が滞留する」ということと「同種商

品には共通の価値がある」ということはあ

る意味で同じことになるが、ただ後者は前

者の状態を個別主体の行動を媒介に捉える

かたちになっているのである。

このように冒頭の内在的価値を「種とし
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ての価値」と規定するのはあくまで私の

やり方だが、ある程度『資本論』に通暁し

ていれば、第三巻に登場する市場価値の議

論が想起されるはずである。このよく知ら

れた市場価値の概念は、同一部門に複数の

生産条件が併存し、そのため生産価格が異

なっていても、市場では同種商品は同じ一

つの市場価値をもつという前提にたって、

どの生産条件が市場価値を規定するのかが

論じられている。客観価値説を貫けば、同

種商品でも価値が異なるというべきところ

で、同種商品には同じ一つの価値があると

いう価値内在説が優位におかれているので

ある。

■市場価格の下方放散 この価値内在説

は、市場では同じ商品は同じ価格で売られ

る（あるいは同種商品が同一価格で売買さ

れる範囲を一市場とよぶ）という意味での

一物一価の法則と明確に区別して理解する

必要がある。想定されているのは一価格で

はなく、一価値なのである。一価値だった

ら一価格になるのかというと逆で、種の属

性として価値があるから、市場価格はバラ

つく可能性が生じる。多数の売り手が同じ

価値をもつと考え、同じ価格で売ろうと競

いあう無規律な市場では、個々の商品の販

売期間に確率的なバラツキが生じる。

この過程は、ちょうど、多数の球の入っ

た容器から任意にいくつかを抽出し、その

分を新たに補充することを繰り返したと

き、特定の球がどの程度の頻度で引きださ

れるか、という問題に比定される。回数を

重ねれば、それまでに引きだされている確

率は高まるが、しかしどこまでいってもそ

の確率は 1 にはならない。この引きださ

れるまでの回数がいわば販売期間に該当す

る。どこまでいっても売れない可能性が残

る以上、ある限度をこえたところで、有意

の値引きを迫られるものがでてくる。

この一物多価の現象は、独自の様相を呈

す。単純に中心の周りに連続的に拡散する

のではない。大多数の商品が、価値に相当

する価格で値付けされ、ほぼ一定の相場で

販売されるなかで、一部の商品に有意差の

値引きが散発する、いわゆる不連続な下方

放散の現象を呈する（図 3）。

価格

時間

生産価格

在庫過多による値崩れ

図 3 市場価格の下方放散

通常の一物一価の法則では、各時点で需

要供給が均衡する一つの市場価格がきま

り、それが期間を通じて上昇下落を繰り返

す状態が想定されるが、これとの対比で単

純化すれば、需要供給の変動に左右されな

い安定した相場のもとに、期間を通じて市

場放散の拡縮が繰り返される。微妙な点で

あるが、商品在庫が存在し貨幣があれば何

でも即座に買える市場では、需要と供給の

一致では捉えられない価格現象が観察さ

れる。「種の属性としての価値」は、 law

of one price ではなく、いわば law of one

value with many prices が支配する世界を

形づくるのである。

■価値の表現と実現 商品は市場という

《場》において、他の商品と交換できる性

質をもつ。商品に内在する価値というの
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は、この「交換できるという性質」すなわ

ち「交換性」のことである。この交換性は、

人によって評価が分かれる美醜や快不快な

どと異なり、だれにも共通する量的性質を

もち、その大きさは、だれにでも共通に知

覚できる perceptible な形態で現象し、統

一的な様式で表現される。『資本論』では、

この内在的価値の「現象形態」ないし「表

現様式」として貨幣の存在を導出する理論

が、価値形態論として追求されてきたので

あるが、これも小幡 [2014]第１章で詳論

したので、その内容にここでは踏みこまな

い。ただ、内在的価値が貨幣価格のかたち

で表現されるという認識が、一般均衡論に

基礎をおくミクロ経済学の市場とどう異な

るのかについてコメントしておく。

ポイントは、貨幣の価値尺度機能にあ

る。複数の所有者に分有されている同種大

量の商品群が多数存在する市場において、

個々の売り手は、自分の商品が属する商品

種の価値の大きさを忖度し、それを貨幣価

格で《表現》する。この売り手の側の私的

な評価は、買い手が購買することで貨幣価

格に《実現》される。「表現」された、な

いし「現象した」価値は、貨幣による購買

によって一定の大きさに確定されるのであ

る。この確定によって、商品価値の大きさ

ははじめてはかられる。貨幣の価値尺度機

能は一般には《表現》に重きをおいて規定

されてきたが、その表現が個別主体の私的

な評価に基づく点を重視すると、《表現》

を確定する《実現》の契機が決定的な意味

をもつ。

それは、売買が不可逆性をもつからであ

る。売買契約が成立すれば、それは元に戻

すことはできない。500円で買った商品だ

からといって、もとの売り手に、たとえ即

座にであっても、500円で売り戻すことは

できない。覆水盆に返らず、である。商品

価値の表現としての価格は、時間の流れの

なかで変更される可能性があるが、売買に

よりある時点で一定の価格に確定され、そ

の履歴は元には戻らない。このラチェット

のかかった売買が、全面的物々交換型の市

場像と根本的な違いになる。

ミクロ理論の一般均衡論では、このよう

な売買における不可逆性は発生しない。模

索過程は売り戻しを想定した仮想契約であ

り、一般均衡価格が成立した世界では、そ

の比率でならつねに反対取引が許される。

「商品流通」の基底には、内在的価値の個別

的な《表現》と《実現》という過程が潜ん

でいる。すでに述べたように、この過程に

事前に予知できないバラバラな販売期間を

要することが、「売って買う」W — G —

W ′ という商品流通の正則に対する変則を

促すとともに、さらに資本主義に特有な産

業資本から相対的に自立した商業資本や銀

行業資本を派生させる契機となる。その意

味で、必須要件Ⅰ の「貨幣が実在する市

場」は、市場機構の変容を解明する諸理論

に展開され、資本主義の歴史的発展を解明

するマルクス経済学の基礎の基礎となるの

である。

3.3 商品で充填された市場

■価値内在説と客観価値説のズレ 資本主

義的な生産関係を前提にしなくても、あ

る規模の市場が形成されれば、同種大量の

商品が競争的に取引される結果、価値が内

在する商品群は出現する。商品は、即座に

売れなくても、一定の価値を具えた商品経

済的な資産として、貨幣とともに市場に滞

留する。他方、同一条件で再生産される商

品群の価値の大きさは、技術的条件によっ

て客観的に規定される。原理論の構成に即
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していえば、価値内在説は流通論のレベル

で、客観価値説に先立って規定される。た

しかに、資本主義のもとで大量生産される

商品をとってみると、価値内在説と客観価

値説は基本的に重なり合うが、ただそれぞ

れ同種大量性と技術的客観性という異なる

原理に立脚しており、両者の間にはズレが

生じる（図 4） 。

この価値内在説は、「貨幣の実在する市

場」という必須条件Ⅰだけではなく、4つの

必須条件すべての基底となる、いわば公理

レベルに属する。言い換えれば、マルクス

経済学を構成するのは、図 4の A+B+ C
ではなく、A+ Bの領域に限定され、C の
領域は除外されることになる。

これは次の二つのことを意味する。第一

に、C の除外は、マルクス経済学の価値論
が単なる客観価値説に還元できないという

のと同義になるが、このことはリカードが

市場価格と自然価格で当然視した需要供給

の一致論、価値重心説を意識的に捨て去る

ことを意味する。第二に A を含めること
は、価値内在説が、必須条件Ⅰのみならず

「産業予備軍の存在する労働市場」という

条件Ⅳをも公理レベルで支えていることを

意味する。以下ではこの二つの意味を順に

説明してゆく。

■原価 +マージン の世界 なぜ価値重心

説を捨て去らなくてはならないのか、この

かなり異端的な主張を理解してもらうに

は、価値内在説と客観価値説の関連を見直

すことから出発するのがよい。客観価値説

は資本主義的生産を前提に、価値内在説を

強化する役割を果たすことはたしかだが、

問題はそれがどのようにして作用するか、

にある。主体の眼中には外部から与えられ

る市場価格しかないのか、あるいは事前に

価値に相当する価格を自ら設定して行動す

るのか。価値内在説を受けいれない立場に

は、前者以外の道はないが、価値内在説を

基礎に客観価値説を捉える立場には後者の

道がひらかれる。ここが分岐点となる。

同種商品が大量に存在し、個別の価格を

こえた種の属性としての価値が内在する

環境に、客観価値説が成立する状況が重な

れば、内在的な価値を表現する価格は、一

定の原価+マージンという明確なすがた

で、個別主体の眼前に立ち現れる。『資本

論』に即していえば、第三巻で展開される

生産価格の規定は、市場価格の変動を背後

から規制する理論値であるだけではなく、

競争する個別資本に直接意識され、その行

価値内在説 客観価値説

A CB
価値重心説労働力商品の価値

図 4 価値内在説と客観価値説
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動に反映される。

生産価格 =費用価格+平均利潤の「費

用価格」はドイツ語の Kostpreis で、英訳

では cost price であり、日本語でいえば

「原価」である。客観価値説のベースにな

る産業資本で原価といえば、製造原価であ

る。生産技術が確立していれば、商品一単

位を生産するのに必要な部品、労働量、道

具機械の損耗分、こうした物量がわからな

いはずがない。市場における価格が安定し

ていれば、一単位を生産するのに必要な標

準的な製造原価も算定できる。自己の製造

原価をこの標準以下にどのように切り詰

めるかに個別資本はしのぎを削り、特別利

潤を追求する。この範囲にかぎれば、商品

に価値が内在していると考えるのは、ドグ

マでもオカルトでもない。標準原価はまさ

に、個別資本の売値を直接底支えする基本

計数なのである。

産業資本はこの製造原価で販売しよう

とはもちろん思わない。とうぜん、一定の

マージンをのせて販売価格を設定するこ

とになる。このマージンに関しては、製造

原価に比して複雑な媒介を経ることになる

が、それぞれの生産物に固有な技術的な要

因が見通せるかぎり、やはり事前に確定さ

れた一定の基準が存在する。

いずれにせよ、産業資本の商品の販売価

格には、事前に一定の値が商品種ごとに設

定される。それ以下で売ったのでは割に合

わない原価のうえに、さらにその生産部門

に標準的なマージンをのせた売値が ——

ここが重要なのだが —— 個々の売り手

ベースで存在する。同種大量の商品には一

定の大きさの価値が種の属性として存在す

るという価値内在説は、客観価値説によっ

て強化されて現れるのである。

■価値重心説の棄却 客観価値説が個別主

体の行動を通じて価値の内在性を強化する

ことがわかれば、リカードの『原理』第 4

章に示された価値重心説が価値内在説と相

容れない理由も明らかになる。価値重心説

では、個別主体は需要と供給の一致によっ

てきまる市場価格を所与のものとして売買

するのであり、内在的価値は需要と供給に

集計化されて消滅してしまう。見える市場

価格で見えない自然価格は覆い隠され、価

値は個別主体が意識できぬ別の次元で、ア

ノニマスな価格変動の背後に透視される存

在と化す。

こうして価値重心説のもとで市場価格

は、需要供給の法則で上昇下落し、その結

果、自然価格を上まわれば超過利潤が発生

し、逆なら欠損が発生する。資本はより高

い利潤率をめざして、供給が需要を上まわ

る産業から需要が供給を上まわる産業へ移

動を繰りかえし、その過程で利潤率は意図

せざる結果として均等化の傾向を示す。こ

うして、市場価格が自然価格を重心に変動

するように、各産業の利潤率もまた一般的

利潤率を重心に変動することになる。

たしかにワルラス型の一般均衡論と異な

り、リカードの『原理』では絶えざる調整

の過程が想定されており、そのため、すで

に述べたように変動に伴う遅れや行き過

ぎ、変化の過程で生じるラグという意味で

の「摩擦」は生じるが、これは例外で、す

べての商品が売り切れる即時完売の市場

が基本である。ただ客観価値説にたつだけ

では、商品在庫が実在する市場像は見えて

こない。価値内在説を基底に据えないかぎ

り、それは理論の場に浮かびあがってこな

いのである。客観価値説をベースにしなが

ら、しかし市場価格が自由に変動するとみ

る価値重心説的な市場像では、一般均衡論
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と同様、真に貨幣の実在する市場をその視

野に収めることはできない。ミクロ理論で

もスラッファの理論でもその射程に入ら

ない、マルクス経済学の独自の課題と方法

は、迂遠なようでも「商品には価値が内在

する」という公理系に基礎をおくことで、

はじめて体系化される。

■重い媒体 むろん価値重心説を捨てるこ

とは、産業部門間の動的な調整の理論を

捨てることを意味するものではない。価値

内在説と客観価値説が重合する B の世界
では、たしかに、市場価格は生産価格に基

本的に膠着し、需要供給の関係で市場価格

の下方放散の態様はたえず変化する。しか

し、この変化は、客観価値説で説明される

生産価格を動かすことはない。もしこの生

産価格で即座に売れるなら、個別資本の利

潤率は一般的利潤率に一致する。だが実際

には、すべての商品が一斉に貨幣に対して

売り向かう市場において、周囲の資本と同

じ生産価格で売るためには確率的に変動す

る期間を要する。この販売期間が存在する

ため、産業資本は、生産過程だけではなく

流通過程にも、技術的な客観性のない流通

費用を支出し、個別の判断で流通資本を投

下しなくてはならない。この部分がけっし

て些末な大きさでないことは、販売・管理

費や流動資産が大きな比重を占める現実の

財務諸表をみれば一目瞭然である。

こうした流通的なファクターを加味した

純利潤率 riは、これらを除外した粗利潤率

ベースで算定される一般的利潤率 R の下

方に分散する。それは、同じ産業部門内で

も個別資本間でバラつくと同時に、部門間

でそのバラつきかたに違いがでてくる。相

対的に過剰な生産設備を抱えた部門では、

流通的な要因が純利潤率の分散を拡大させ

平均値を低落させる一方、逆の状況の部門

では分散が縮小し平均値は上昇する。この

ような分散のうちに現れる純利潤率の格差

が、個別産業資本の移動を誘発し、生産部

門間の規模を調整することになるのである

（図 5）。

流通資本や流通費用といった「重い媒

体」を介した、産業資本によるこの原初的

な生産編成は、商業資本、銀行資本、株式

市場といった機構を具えた資本主義的市場

の発達を必然的に促す。産業構造の変化と

生産方法の発展は、それに適合した市場機

構への変容を引きおこし、逆にまた市場機

構の変容が、それまで取り込むことのでき

なかった新たな産業分野に産業資本が進出

する契機ともなる。価値重心説を意識的に

切り捨て、価値内在説と客観価値説の重合

する領域に原点を据えることで、マルクス

経済学は、こうしたダイナミックな変容を

理論化し、資本主義の歴史的発展に接近で

きるようになるのである。

■失業の存在と市場の一般理論 価値内在

説と客観価値説のもう一方のズレ A の存
在は、必須要件Ⅳ「産業予備軍の常駐する

労働市場」を理解するカギになる。そして

領域 Bが変容論の礎石だとすると、Aもま
た変容論のもう一つの重要な礎石となる。

問題は、失業が存在しながら、賃金率が

低下しない労働市場の常態をどう説明する

かにある。リカードは一般商品における自

然価格重心説を労働市場に適用し、労働力

の過不足は賃金の変動によって労働人口が

増減するかたちで調整されると説いた。そ

こでは摩擦的失業を除けば、恒常的な失業

は存在しないことになる。

マルクスはこうした古典派の人口法則論

を否定し、資本の蓄積過程を通じて資本構

成が高度化する結果、雇用量が収縮し産業

予備軍が累積すると考えた。だが、この累
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過剰供給の状態

図 5 利潤率の下方分散

積がなぜリカードがいうように賃金率をど

こまでも低落させ、貧困が労働人口を減少

させるに至らないのか、という問題に正面

から答えてはいない。

ケインズもまた、失業の存在を説明でき

る「雇用の一般理論」を目指し、これに答

えるには、需要と供給の一致で市場価格を

説明する、彼のいう古典派の限界を克服す

る必要があることを示唆しながら、それに

変わるべき「市場の一般理論」を自ら提示

することなく、価格理論ぬきに集計量であ

る総需要と総供給の概念を導入し、両者を

一致させる実際の国民総生産に対応する

雇用量と、現存の労働人口とのギャップは

自動的に解消されないと結論するに止まっ

た。問われているのは、リカードが『原理』

の第４章で簡潔に示したのと同じレベルの

市場の一般理論を独自に構成し、そのもと

で「産業予備軍が常駐する労働市場」をい

かに説明するのか、なのである。

■商品在庫と産業予備軍 「貨幣が実在す

る市場」の基底をなす価値内在説は、同種

大量の商品が多数の売り手に分有された

市場の一般理論を構成する。何でも買える

貨幣の存在は、種の属性としての価値を価

格に実現しようとする商品在庫の存在を

前提とする。この観点から労働市場をみれ

ば、産業予備軍は商品在庫の一種であり、

その存在自体は市場の一般原理の例外では

ない。図 4の Aも B もともに価値内在説
のうえに位置し、労働市場も同種大量性が

内包されていれば、このかぎりで資本主義

的に生産された商品の市場と同じ原理に服

する。

したがって、産業予備軍が常駐すること

自体は、労働市場に特殊なわけではない。

その特殊性は、再生産によらない同種大量

性の維持の方式にある。一般商品の市場と

の違いは、大きくいって二つ考えられる。

一つは同種大量性の形成のしかたであり、

もう一つは在庫の維持のしかたである。

詳しい説明は別にゆずるが (小幡

[2014]第 2-3 章)、第一に、労働市場が単

一の労働力商品の市場として機能するに

は、職種ごとに必要とされるさまざまなス

キルによる区分を解消することが必要にな

る。労働力は特定のスキルに型づけられて

市場に現れるのであるが、どのようなタイ

プの労働でも、一定の賃金率で好きなだけ

買えるためには、この型づけが流動的にな

されることが前提となる。産業予備軍は商

品在庫としてバッファの役割を果たすだけ
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ではなく、こうした型の付け替えを媒介す

るプールの役割を果たす。

第二に、こうした型づけを伴う労働力商

品は、雇用の継続性を生む。一般商品のよ

うにランダムにピックアップされるのでは

なく、一度売れた商品は売れ続けるのであ

り、売り損なった商品は売れない状態が続

く。毎日ランダムに失業するのではなく、

雇用された労働者と区別される産業予備軍

が形成されるわけである。この産業予備軍

は、広い意味で雇用された労働者と社会的

生活過程をともにし、そのなかで必要とさ

れる労働に携わることで存続すると考える

ほかない。この意味で、労働市場は社会的

生活過程のあり方と相補的な関係にたつ。

いづれにせよ、このような二つの面で、

労働市場はたしかに一般の商品市場とは異

なる性格を示すが、それでも価値内在説に

立脚した市場の一般原理に基本的にしたが

う。そして、労働組織の編成原理（協業と

分業）やスキルの処理方式（マニュファク

チュア型と機械制大工業型）という生産過

程からの内圧と、社会的生活過程の態様か

らの外圧をうけて、労働市場の変容も理論

の射程に収まるようになるのである。

■二重の困難 このことは逆に、価値内在

説と客観価値説のズレが明確にならないと

二重の困難を生むことを意味する。第一の

困難は、労働力商品の価値内在性を図 4の

B で説明しようとする無理によって、第二
の困難は、労働力に関しては内在性を否定

し、賃金の変動を C によって説明しようと
する後退によって生じる。

このうち、第一の困難は、投入・産出に

技術的関係が認められない労働力に、一般

商品と同様の再生産という概念を当て嵌め

ようとすることから発生する。この適用は

すでに述べたように、マルクスの搾取論か

ら必然的に要請されることであったが、こ

れは労働人口の維持（養育費）や、スキル

の形成（養成費）のみならず、広く生活過

程における労働（自己雇用の労働や家事労

働など）との間で整合性を欠く (詳しくは

小幡 [2014]第 2-3章)。

理論上、より深刻なのは、第二の困難で

ある。資本が直接生産できない単純商品と

して労働力商品の特殊性を強調すると、労

賃が需要と供給の関係で上昇下落し、そう

した変動の重心として労働力商品の価値の

大きさは現れるという、事実上リカードと

よく似た結論にゆきつく。好況期に賃金は

上昇し、恐慌を契機に不況期に下降低迷す

るというかたちで、労働力商品の価値は景

気循環の過程を通じて規定されるとした宇

野弘蔵の「恐慌論の課題」（宇野 [1967]）は

基本的にこのラインに後退している。

しかし、産業予備軍というバッファの存

在する労働市場では、雇用の増大に連動し

て賃金が徐々に上昇するわけではないし、

恐慌による生産規模の急激な収縮で失業

が増大しても、需要と供給の関係で賃金率

がただちに下落するわけではない。この収

縮は、たしかに労働者の取得する賃金総額

（(3)式の Lw）を削減し生活水準を引き下

げることになるが、それは雇用量 (L)の減

少によるものであり、一度上昇した賃金率

(w)を押し下げるには、労働組織を改編し

既存のスキルの型を鋳直す時間が不可避と

なる。このように労働力商品に価値の内在

性を認め、賃金水準の膠着性を明確にする

ことで、労働市場の異なる状態に規定され

た好況と不況という二つの相とその交替と

して、景気循環の理論は構成されることに

なる（詳しくは小幡 [2014]第 6章）。

■内部構造 以上の考察をふり返ってみる

と、マルクス経済学の必須要件は、目につ
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Ⅱ

Ⅲ
Ⅰ Ⅳ

産業予備軍の常駐

貨幣の実在

客観価値説

余剰の理論

価値内在説

図 6 内部構造

く特徴をただ羅列したものではなく、要件

ⅡとⅢというコアを、価値内在説を基底と

するⅠとⅣが取り囲むる構造 (Ⅰ +(Ⅱ +

Ⅲ)+ Ⅳ) になっている。マルクス経済学

は、このコアを古典派経済学と共有しなが

ら、地殻の認識において鋭く対立する。コ

アと地殻の間に横たわる、価値内在説とい

ういわば分厚いマントル層が生みだす対立

である。

マルクス経済学の 4つの必須要件の間に

は、地球の内部構造を彷彿させる図 6のよ

うな関係が潜んでおり、この構造が地殻変

動を引きおこす。Ⅰのうえでは、主として

市場の基本構造の変形や資本主義的市場の

機構分化に関する変容が、Ⅳのうえでは、

主として労働市場と景気循環の多型化を伴

う変容が観察される。変容論的に組み立て

られたこのような原理論は、さらにそこに

外的条件が積み重なり、資本主義が不可逆

的な構造転換を繰り返し歴史的に発展する

過程を解明する、プレート交替型の段階論

の基礎となる。
（7）
資本主義の錯綜した歴史的

現実を理論的に理解しようと思えば、やは

り、ミクロ経済学ともマクロ経済学とも、

そして古典派経済学とも異なる経済原論が

必要となるのであり、これからのマルクス

経済学は 20 世紀末にはじまる資本主義の

大転換を解明する理論としてもう一度カー

ネルから再設計する必要があるのである。

註

( 1 )客観価値説という名称は、いわゆる限界革
命の一翼を担ったオーストリア学派が中心

となり、主体の選択を重視し効用の大きさ

が価値を決定するという「主観価値説」に

対して定立されたものだが、この対概念の

ほうは今日では意味をもたない。価値の大

きさを効用から説明しようとした流れは、

効用の不可測性をめぐって大きく方向転換

し、主観価値説とよぶのに相応しくないも

のに変わったからである。ただ主観価値説

との対概念から離して、「どの資本にも客

観的に認識できる生産技術が価値の大きさ

を決定する」という立場、したがって「市

場における需要供給関係から独立に価値の

大きさが与えられる」という立場を包括し

て、本稿で「客観価値説」とよぶことに問題

はない。ただ、この用語は出自が明確とは

いえず、何某説の多分に漏れず多義的であ

る。ベームバーヴェルクはゾンバルトのマ

ルクス擁護への反批判のなかでこれに言及

している。それはもともとゾンバルトがマ
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ルクス＝「客観主義的方法」、オーストリア

学派＝「主観主義的方法」という単純なラ

ベルの貼り方をしたことへの批判 (Böhm-
Bawerk[1896] 142-3 頁）からはじまった
が、ヒルファーディングがベームバーヴェ

ルクのマルクス批判に「主観主義的解釈」

だと反批判を加えるにいたって普及したよ

うである。ここでのヒルファーディングの

「客観主義」の内容は、個人の効用一般に

価値を帰着させる立場に対して、資本主義

という歴史的条件を重視し、これが労働時

間に比例した交換（独立小生産者の）から

生産価格（資本の競争による）へ「転化」

をする関係がわかっていないと反論する歴

史＝論理説が中心であり、本稿の定義とは

異なる。他方ドッブは、こうしたマルクス

をめぐるドイツの論争とは別に、「主観価値

説」の起源を、ジェボンズのリカード批判

に求めている（Dobb[1973] 168）。効用の
限界概念によって、Ａ・スミスが有用性が

価値に影響することを示そうとして陥った

障害が除去されたことがその起源とされて

いる。
( 2 )周知のようにリカードは Ricardo[1821] の
第 3版 (1823)で「機械について」という章
を追加し、機械の発明と使用が「人口の過

剰」を生むことを認めたが、第 5章との関
係は明確にされていない。

( 3 )この「語法違反」solecism については

Meek[1967] の「経済思想史におけるケイ
ンズの位置」に詳細な検討がある。

( 4 )塩沢 [2014] 113頁では「ケインズが依存し
た価格理論/価値論は、新古典派の価値論
だった」ことに根本的な難点があることを

指摘し、そこから「ケインズの有効需要の

原理とリカードの価値論の結合」の必要を

説く。このあとみるように、いわばマルク

スとリカードの分離によって、ケインズに

欠落してた、失業が説明できる価格理論/
価値論の一般理論に接近できるという本稿

と、出発点は似ているが進むルートはだい

ぶ違っている。
( 5 )こうできるのは、一般均衡の場合と同様に、
各生産物に関して、個々の主体間で直接一

致していなくても、トータルでは各商品に

関して需要と供給が一致しているためであ

る。これに対して、剰余が存在するときに

はどうなるのか、そのときの取引方法は示

されていない。
( 6 )Sraffa[1926]は「価格を引き下げずには、あ
るいは、販売費用の増加を忍ばずには、より

多量の財貨を売りさばきがたい」市場を問

題にしているが、このことと Sraffa[1960]
で明示された客観価値説の世界がどう関連

するのか、については沈黙を通している。
( 7 )私は『価値論批判』(小幡 [2013] )で価値内
在説を基礎に市場構造の変形を論じ、「恐慌

論批判」(小幡 [2014] )では同じく価値内在
説を基礎に労働市場と景気循環の変容を論

じ、さらに『方法論批判』(小幡 [2012] )で
変容論的アプローチによる原理論の再構築

と発展段階論の再構成を試みた。以上がマ

ルクス経済学に対する現時点での中間決算

となる。
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